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論文要旨 
学籍番号 82133076 氏 名 岡田 芳樹 

 

論文題目： 

ナッジ理論を用いた「感情表出付箋紙」による小学校の 

協働的職場風土向上システムの開発と検証 

(内容の要旨) 
近年、教職員のメンタルダウンや疲弊した教育現場の様子がメディアで報じられてい

る。特に、メンタルダウンの一つである「バーンアウト」する教職員が後を絶たない。

「バーンアウト」とは長期間にわたり人を援助する過程で心的エネルギーが絶えず過度

に要求された結果、極度の心身の疲労と感情の枯渇を主とする症候群であり、自己卑

下、仕事嫌悪、関心や思いやりの喪失を伴う症状である（Maslach & Jackson,1981、久

保,2007）。 

この事象に対し、国や教育委員会は対策を講じるも、ここ 10 年休職者数が横ばい傾向

であることを考えると、講じたプログラムはどれも効果をなしているとは言い難いのが

現状である。 

先行研究より、これまで教職員のメンタルダウン防止のプログラムは多くあるもの

の、行動変容に焦点を当てた研究はほとんど見受けられない。また、職場の協働的風土

が教師の自己効力感やストレス対処力を上げ、それが結果的に教職員のメンタルダウン

の抑止に繋がることが明らかになっている。また先行研究より、職場の協働性を高める

重要な要素として「インフォーマル・コミュニケーション」が示唆されている。 

上記より、本研究では小学校における職場の協働的風土向上のために、インフォーマ

ル・コミュニケーションの活性化を目的とする。その際、行動変容を促すナッジ理論を

用いた自分の感情を表すことができる「感情表出付箋紙を用いた職場風土向上システ

ム」を開発した。 
検証方法に関しては、先行研究より職場風土に関する尺度を用いた質問紙を作成し、

「感情表出付箋紙」介入前後でいかに変化があったかを調査した。付箋紙を用いる前

に、実際に小学校で働く教職員には協働性、職場満足、協働的職場風土、同調的職場風

土、コミュニケーション、ストレス対処力（Sense of Coherence）を合計２２項目で設計

した質問紙調査を実施した。その後１週間、開発したナッジを全教職員に実施してもら

うことでいかに職場のインフォーマル・コミュニケーションが活性化し、結果的に職場

風土が向上したかを再び介入前と同じ質問紙調査を実施することで比較検証を行った。

また、定性的データ検証のため、被験者に「インタビュー」を実施した。 
その結果、「感情表出付箋紙」のナッジを用いたシステムによる小学校現場の「インフ

ォーマル・コミュニケーションの活性化」は介入前後比較より有意であることが示唆さ

れる結果となった。 
 

キーワード（5 語） 
ナッジ理論、ストレス対処力、協働的職場風土、インフォーマル・コミュニケーショ

ン、感情表出 
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第1章 !" 

1.1 !"#$%&'

教育職員の病気休職者数がここ 10年、横ばい状態が続いている。令和 2 年度には 5,180

人もの教員が精神疾患を患い、休職を余儀なくされている（図 1-1）。これは氷山の一角に

過ぎず、休職にならなくても「バーンアウト」に陥りやすい職種の一つがである（Einat 

Bracha and Musata Bocos,2015)。「バーンアウト」とは長期間にわたり人を援助する過程

で心的エネルギーが絶えず過度に要求された結果、極度の心身の疲労と感情の枯渇を主と

する症候群であり、自己卑下、仕事嫌悪、関心や思いやりの喪失を伴う症状である

（Maslach & Jackson,1981、久保,2007）。バーンアウト寸前になる教員はさらに大きな数

となる。このコロナ禍により、2020年に政府からの緊急事態宣言の発令により休校を余儀

なくされた教育現場は児童・教師の ICT 機器の整備を急速に進めることを迫られた。今も

感染予防対策に翻弄しているのが教育現場の実情である。一方で、教育界は別の課題にも

直面している。それが「教員不足」である。2022年 2月の朝日新聞の記事「教員不足調査 

働き方改革待ったなし」で文部科学省の調査が掲載された。図 2-2 がその調査によるグラ

フだが、これが示唆するには、予定通りの教員配置ができなかった公立の小中高、特別支

援学校は 2021 年 5 月時点で全体の 5%にあたる 1,591 校であり、欠員は計 2,065 人となっ

た。校長などが代役を果たしたり、中学校では教科担任がおらずその授業が一時実施され

なかったりといった事態に陥った。その背景には休職者数増加とはまた別の要因が存在し

ている。それは教員志望者数の減少である。同じく文部科学省が発表した「令和 2 年度公

立学校教員採用選考試験の実施状況のポイント」によれば、令和 2 年度採用選考試験の実

施状況から、全体の倍率が前年度の 4.2 倍から 3.9 倍に減少、受験者総数は前年度と比較

して 10,423 人減少したことが明らかになった（文部科学省,2020）。この事態を深刻に受

けた各自治体は近年、休職者数を減らす為の教員のメンタルケアの整備、採用基準の変更

など策を講じてきた。しかし、それらが効果を発揮しているとはいえないのが現状である

（文部科学省,2013）。教員の職場環境改善は急務である。 

職場環境はどの職場においても従業員に影響を与える。教師も例外ではない。中でも与

える要因の一つが教員間のコミュニケーションである。コミュニケーションが活性化して
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いる職場はやはり教員のメンタルに良い影響を与える。中でも、仕事上のコミュニケーシ

ョン以上に職場に良い影響、特に協働性を高める影響を与えるのが「インフォーマル・コ

ミュニケーション」である。つまり仕事以外の会話である。仕事以外な会話は多忙な職場

において容易ではない。多忙な職場において、いかにインフォーマル・コミュニケーショ

ンを活性化する行動変容を促せるのかが重要になる。 

行動変容を促す方法は様々あるが、本研究は強制的ルールを定めるのではなく、自主的

に「インフォーマル・コミュニケーションをとりたい」といった行動変容を促したい。そ

こで、近年自治体を中心に注目が集まる「ナッジ」を用いたいと考える。「ナッジ」は人

の心理に働きかける。今回はこの「ナッジ」を使って自然な流れで教員同士が業務外の話

をすることを試みたいと考える。 

次世代を担う子ども達の「未来を切り拓く力」育成を任された学校教育が社会で果たす

役割は極めて大きい。だからこそ、その役割を担っている教員のメンタルダウンを解消す

ることが社会課題の一つを解消することに繋がる。ここでは、何が教員のストレッサーに

なっており、教員に今整備されているメンタルケア施策を調査し、現状その施策が効果を

発揮していない実態を把握するとともに、その上でストレッサーと共存する方法、その介

入アプローチについて提案する。 

 

 

 

図 1教育職員の精神疾患による病気休職者数の推移 
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1.2 !"#$()*+, 

 前述した通り、教師のメンタルダウンによる損失は大きく、その課題解決は急務と言

える。しかし、実際には様々な施策があるものの、いまだに病気求職者数の推移は横ばい

状態が長年続いている。それでは、教職員のメンタルダウン防止のためにどの点から介入

したら良いのだろうか。 

 まず、教師のメンタルダウンの中でも多いのが「バーンアウト（燃え尽き症候群）」

である（Freudenburger,1975）。このバーンアウトの定義としては先行研究で「長期間に

わたり人を援助する過程で、心的エネルギーがたえず過度に要求された結果、極度の心身

の疲労と感情の枯渇を主とする症候群であり、卑下、自己嫌悪、思いやりの喪失をきたし

た状態」（Maslash,1982）とされている。バーンアウトはそれこそ教師以外の職種でも当

然用いられる用語ではある。しかし、一方で教師には「教師バーンアウト」と定義づけら

れているものがある。先行研究より教師バーンアウトの定義は「教師が理想を抱き、真面

目に仕事をする中で、学校でのさまざまなストレスにさらされた結果、自分でも気付かぬ

うちに消耗し極度の疲弊をきたすに至った状態」を示しているとされている（新井,2002)。

このように、教師のバーンアウトは他の職種と異なる定義づけがされている。 

 他の職種と比べると、やはり教師は燃え尽き率が非常に高い。中学校教師を例に挙げ

図 2小学校 受験者数・採用者数・競争率の推移 
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ると、中学校教師の燃え尽き率は 41.2%であり、医師16.0%、看護婦 36.6%と比較的燃え尽

き率が高いとされている職種を大きく上回っているのが現状である（宗像・椎谷,1998）。

また、燃え尽きやすい教師は元来精神的な問題を持ちやすい教師というより、むしろ理想

に燃えた教師であることが既に先行研究で指摘されている。 

 では、これほどまで高い燃え尽き率に達してしまう教師の悩みは、またバーンアウト

の要因はどこにあるのか。文部科学省が示すデータによれば、教師の悩みで最も多いのが

「生徒指導上の問題」であり、その次に「職場の人間関係」が続く（文部科学省『休職し

た全国公立学校の教員』）。またさらに詳細に焦点を当てると、教師バーンアウトを規定し

ている要因には「指導・援助困難性」と「孤立化」の二つが挙げられることが判明してい

る（新井,2002）。 

また、対人援助職の場合、感情的不協和は避けられないことを先行研究では示唆されて

いる。感情的不協和とは、実際に抱いている感情とは異なる感情を表出することによって

生じる一種の葛藤である（Zapf,2002）。このような葛藤場面、すなわち、感情的不協和場

面においては労働者は感情表出に対する動因の抑制を強いられる。そして、労働が過重で

あるほど、帰宅後にも仕事から心理的距離を置くことができず（Sonnentag・Bayer,2005）、

終業後にも職務中のストレスを思い返す、いわゆる反芻傾向に陥ることが多いのが、教師

の思考記録調査（Cropley・Purvis,2003）によって明らかにされている。 

このように要因まで判明しているものの、効果的な解決策がいまだ定まっておらず、適

切な介入プログラムを開発し、実施することは早急の課題と言える（貝川、鈴木 2006）。 
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 そこで、先行研究より明らかになっていることが「協働的職場風土はバーンアウト抑

止に有意に働く」という研究結果である（酒井・窪田,2019、山崎,2012）。図 1-3 のパス

図のように、協働的職場風土が教師に与える影響はとても大きいことがわかっている。 

そこで、本研究の目的は「教育現場の職場風土向上システムの開発」とする。職場風土

が共同的になり、職場満足度が上がることで、教師の自己効力感やストレス対処力などは

上がり、ひいてはバーンアウト抑止に繋がるからである。そのためのシステム開発はメン

タルダウンする職員を減らすことに繋がり、結果的に日本の教育の質に大きな影響を与え

るはずである。 

1.3 !-.$/0 

2 章以降の論文構成について述べる。2 章では先行研究で既に明らかになっている事

柄を取り上げ、整理したい。主に取り上げる先行研究は「ストレス対処力（Sense Of 

Coherence）」「感情表出」「職場風土」「ナッジ理論」の四つである。3章では、本システ

ム開発のための実施した予備調査を取り上げる。4 章では、どのような仮説を立てたの

かについて述べる。さらに具体的な研究方法、特に介入実験方法について述べる。特に

この介入実験に至るまで複数の予備実験を実施しており、それらがどのような結果を生

み出し、結果的にメインとなる介入実験がいかにして定められたのかについて詳細に取

り上げたいと考える。5 章にはその結果を述べ、結果から考えうる考察を取り上げ、最

図 3 協働的職場風土が教師に与える影響のパス図（「酒井・窪田,2019」「山崎,2012」より筆者作成） 
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後に 6章では結論をはじめ、今後の課題について述べて本論文の締めくくりとしたい。 
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第2章 #$%& 

2.1 本章の概要 

本章では、大きく分けて四つの先行研究について述べる。「ストレス対処力（Sense 

Of Coherence）」（以下本文では SOC とする）、「感情表出」、「職場風土」、「ナッジ理論」

の四つである。一つ目の SOC に関してだが、これは健康生成論を提唱した医療社会学

者 Antonovsky がその概念を提唱したものである。具体的にはストレスに対応できる力

についてであり、先行研究では看護師が対象であることが多く、「感情労働者」といっ

た他者の感情と向き合わざるをえない対人援助職が、そのストレスにどれだけ耐えうる

のかについてその形成、そして強化法について述べている。これは教師のバーンアウト

抑止が一つのテーマである本論文において非常に重要なエッセンスであると考え、その

先行研究を述べる。二つ目が「感情表出」である。本研究で取り上げるのが、先ほど記

述したように看護職や教職員のような「感情労働者」といわれる職種の人たちである。

そのため、「感情」を抑制、表出することが自己にも他者からの影響にも左右されるの

がこの「感情労働者」である。この章では、先行研究より「感情表出」がどのような効

果があるのか、より詳細には「感情」と「孤立化・コミュニケーション」の関係性を探

っていきたいと考える。三つ目が「職場風土」である。前述した通り、バーンアウト抑

止に有意に効果的であるのがこの「職場風土」である。特に「協働的職場風土」が教職

員に与える影響は大きいため、職場風土向上にはどのような要因があるのか先行研究か

ら見出す必要がある。四つ目が「ナッジ理論」である。これは行動経済学の用語であり、

ノーベル経済学賞を受賞したリチャード・セイラー教授が提唱した理論である。「どん

な選択肢も閉ざさず、また人々の経済的インセンティブも大きく変えることなく、その

行動を予測可能な方向に改める選択アーキテクチャの全様相」と示されており、さらに

わかりやすく述べると「無意識に人の行動を誘導する方法」となる。では、なぜこの

「ナッジ理論」が本研究において重要な要素となっているのか。それは、ナッジ理論が

より効率的かつ効果的な行動変容を可能とするからである。本研究の職場風土向上には、

そこで働く職員の行動変容が必須となる。問題は、それが教育委員会や管理職が定めた

半強制的な制度によるものか、もしくは職員の自主的な行動を促すシステムによるもの

なのか、この点にある。ナッジ理論は後者である。本章ではそのナッジ理論の概要を例
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示と共に述べることで、いかに本研究において重要な役割を果たしているのかを示した

い。 
 

2.2 ストレス対処力（Sense Of Coherence）の先行研究 

2.2.1 ストレス対処力の概念 

 SOC は前述した通り、Antonovsky により提唱されたものである。１章図 3-1 のパス

図にも記載されているように、SOCはバーンアウトを抑止する働きがあることが先行研

究から分かっている。SOCは別称「首尾一貫感覚」と称され、自分の生きている世界は

首尾一貫している、筋道が通っている、腑に落ちるといった感覚を表す。健康保持力で

もあり、ストレスの多い状況であってもそのストレスを成長の糧に変える力であること

から、ストレスフルな職業、特に対人援助職においては多くの研究がされてきた。下位

尺度として「把握可能感」「処理可能感」「有意味感」の三つが挙げられる。「把握可能

感」は自分の置かれている環境を正しく理解できる感覚を表す。「処理可能感」は何と

かなる、何とかやっていける感覚を表す。最後に「有意味感」は日々の営みにやりがい

や生きる意味を感じる感覚を表しており、SOCはこの三つから成り立っている（山崎・

戸ヶ里,2017）。 

日本における SOC 研究の特徴としては、まず日本では SOC と個人特性の関連につい

ての研究がそもそも少ないのが現状である。また、対人援助職の SOC に関する研究が

多くあるが、その中でも看護師を対象にした研究が多く、教職員の研究はそれに比べる

とまだ少ない。しかし、冒頭で述べたように近年メンタルダウン、特にバーンアウトす

る教職員が増え続けている以上、教職員と SOC の関連研究は今の日本にとって早急に

求められる研究の一つと言えるのではないだろうか 
 

2.2.2 ストレス対処力の向上手段 

 それでは、実際に SOC はどのようにして高めることができるのか。個人的要素と

組織的要素に分けて考えると、まず個人的要素は様々な結果があるが、明確なものはな

いとされている。ただし、SOCが高い人の特徴、傾向などは大体分析されている。まず、

SOCが高い人の特徴は大局的に楽観主義で、自分を常に客観視、対象視することができ、
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リフレーミング・ポジティブシンキングが自然とできるといった特徴が挙げられる（澤

田・香月）。また前述した看護師を例にして具体化するならば、看護師では仕事の質的

負担・患者との人間関係は SOC 得点を高めることが判明している。また、仕事の裁量

度が高まるとやはり SOC 得点は高い傾向にある。対称的に考察すると、SOC 得点の高

い人は情報や自他の経験を、自分の価値観や視点に変えて、客観的な方法で分析しよう

とするクリティカル思考スキルが身についている一方、SOCの得点が低い人はライフス

キルを多用する傾向にある。 

 それでは、組織的要素に着眼した SOC に関する研究にはどのようなものがあるの

か。まず大前提として、SOCを高める上でコミュニケーションによる向上には限界があ

るとされている。これは例えを用いると分かりやすい。例えば直属の上司のコミュニケ

ーション能力が高い場合、部下の SOC 得点は「把握可能感」「処理可能感」「有意味感」

の三つの観点ともに上がることが見込まれるのではないだろうか。しかし、その上にい

る経営陣の方針の一貫性がなく、裁量性もないといった環境、組織ではいつまでも不安

が蔓延し、結果的に社員の SOC は高まらないのである。つまり重要なのは SOC を高め

る仕組みや風土のある環境で生活することが重要なのである（蝦名,2012）。組織として

の理想は「わかる感、できる感、やるぞ感」の三つの「感」を育む組織といえる。 

 このように組織的特性が個人の SOC に与える影響は大きい。組織的特性を詳細化

すると、最初の就労経験は新卒社員の SOC に大きな影響を与える。そのほかにも、組

織理念の浸透、個人の夢と組織の意義の一貫性などが前述した三つの「感」を向上させ

る。このほかにも様々に SOC を向上させる「資源」が存在するが、このような資源を

先行研究より「汎抵抗資源（GRRs）」と呼ばれる。では、この「汎抵抗資源」にはどの

ようなものがあるのだろうか。先行研究より筆者が作成した図が以下のとおりである。 

 このように見ると、その資源は多種多様である。他者との関係性によって成り立つ

SOCの側面も見られる一方で、遺伝、体力や住居など個人に重きを置いた資源も見受け

られる。ここで重要な点は、どの資源も大切な要素で間違いないが、その「SOC生成時

期」によって重要な資源が異なるといった点に注意しなければならない。 
 

2.2.3 ストレス対処力生成時期 

 では、その生成時期にはどのようなものがあるのか。先行研究では、大きく「乳幼
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児期」「思春期」「成人期」の三つに分けて分析されている（山崎・戸ヶ里,2017／山

崎・戸ヶ里・坂野,2019）。まず「乳幼児期」だが、この時 SOC を伸ばす上で重要な感

覚や確信がある。それは、最も重要な人々が目の前から消えても再び必ず現れる感覚、

自分がいる世界は変化しているのではなく、頼れるものだという確信を持つことが重要

だとされており、いわゆる前述した「把握可能感」である。親の「方向づけ」「激励承

認」の態度が子供に良好なバランスの取れた経験を子供に与えることができることが判

明している。 

次に「思春期」における SOC に焦点を当てて考えてみたい。この時期は非常に多感

な時期ということもあり、自分の世界が大きく揺さぶられる時期でもある。そのため、

先ほどの「乳幼児期」で築いた SOC が動揺、混乱、自己不信などによって大きく崩れ

る可能性もあるのがこの時期の特徴といえる。さらには、その時どのような環境で過ご

したかなども個人の SOC に大きな影響を与えており、文化的構造、社会的構造がその

人の SOC 向上を妨げる、もしくは促進することになる。つまりは「思春期のおける社

会階層の位置」が SOC 向上に大きな要因となっているのである。その他にも中学校で

の成功体験の自己評価は大学生の SOC と関連すること、中学 3 年生の学業成績はその

後の SOC に大きく関連することが判明している。とりわけ、SOC 形成にはこの「思春

期」をどのように過ごすのかが非常に大きな要因になっていることが既に明らかにされ

ている。 

最後に「成人期以降」の SOC 発達に関して述べる。Antonovsky によれば、成人前期

図 4汎抵抗資源（GRRs）について（「澤田・香月」より筆者作成） 
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（20~30 歳）は SOC 発達において「思春期」に並ぶ重要な時期とされている。なぜな

ら、やはり「職業」が SOC に果たす役割が大きいからに他ならない。具体的には「仕

事上の喜びや誇り」「自由裁量度」「職業が持つ歴史的・社会的・文化的文脈」「仕事の

複雑さ」「職務保障」といった要素は SOC 形成に大きな影響を与えていることが判明し

ている。 
 

2.2.4 日本におけるストレス対処力の課題 

 これだけ判明していれば、SOC概念がもっと社会に浸透し、バーンアウトに陥る人は

減少しても良さそうではあるが、SOC 形成には様々な課題があることも挙げておく。 

 まず、前述した通り、SOC関連の研究は海外と比べてまだまだ少ない。さらに、日本

においては SOC 教育プログラムが確立されていない。海外では SOC 向上の教育プログ

ラムは存在している。しかし、それが日本に適しているのかは不明である。また、諸外

国と日本を比べると、諸外国の方が SOC 得点は高い。これには社会文化的違いが影響

を与えていると先行研究では示唆されている。だからこそ、尚更日本には SOC 得点を

上げるプログラム開発が急務なのである。 

具体的に挙げるならば、家庭・地域・職場・学校（学級）づくりといった観点からの

プログラム開発が求められている。海外ではそれこそ効果が認められた SOC 介入プロ

グラムがいくつか存在している。高齢者への有酸素運動療法、精神疾患者への健康生成

論的コーピング治療法や精神疾患ホーム在住者へのダイエットと運動についての集団サ

ークル活動など多様な介入方法を既に試行し、その効果を立証している。日本でも全く

ないわけではない。「サルトジェニック・カフェ」による SOC の意図的修正プログラム

などは現に行なわれている。しかし、その効果は一部効果的であることは認められるも

のの、汎用性も含め課題はまだあるのが現状である。 

 課題はあるものの、図 1-3 のパス図にあるように SOC（パス図上ではストレス対処力

と表記）には、職場の協働的風土が有意に効果を示している為、今回は他の資源は考え

ず、SOC向上のために協働的職場風土をどのように向上させることができるのかに焦点

を当てたいと考える。 
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2.3感情表出の先行研究 

2.3.1 感情の定義 

ここで、本研究においてキーワードの一つとなる「感情表出」について述べる。 

感情は、心理学において長年研究されてきたテーマの一つである。しかし、感情の定

義に関しては定着していない。心理学事典（1999）では、「感情は誰もが知っているが、

定義を求められると誰も答えられないもの」とされている。大平（2002）は、「感情は

内的で個人的な現象であり、言語化が容易ではないという性質をもつ」と述べている。   

英語圏で感情を定義する場合、affect、emotional、feeling、mood などが挙げられる。

本研究では emotion（情動）や feeling（気分）など包括的に含めた意味である affect

として定義することにした。 

 

2.3.2 感情表出の意義 

その感情だが、感情表出においては、先行研究（上原・森・中川,2019）において、

怒りは抑制するだけでなく表出することも、人間関係維持において重要な感情制御の一

つになることが示唆されている。その他にも海外の先行研究において「認知的再評価は

ポジティブな影響を及ぼし、表出抑制はネガティブな影響を及ぼすことが示されている」

（Gross,2001）と示唆する論文もあった。ここから分かるように、感情表出することで

自分の現在の心理的状況、感情を認知することができる。一方、感情を抑制することは

ネガティブな影響を与えることが明らかとなっている。 

「感情的になること」は、自分以外の他の人間に対して様々な行動を促進する。戸田

（1992）によれば、人が怒りを露わにすることは権限を侵害するものへの警告信号を発

する機能になると指摘している。政治の世界でも「感情」は戦略的に使用されている。

イギリスの元首相チャーチルが外交の際、不快感や怒りを強く表明することで譲歩を引

き出していたといわれている（Sinaceur・Tiedens,2006）。このように戦略的に使用す

ることもあれば、日常的生活の中で抑止できずネガティブ感情を表出することもある。

感情表出は他者への影響が大きいことが先行研究からも読み解くことができる。 

ここで言語化された「感情」と非言語化された「感情」について述べる。佐々木

（2011）は感情を表す交渉相手の受け手がどのような動機を持つかを実験的に検討した。
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実験の結果、情動知能（EI）の自己コントロール能力と自己表出能力が低いものは、戦

略統制不能に陥ることが示された。対面型の会話は認知的負荷が高い。特に自己コント

ロールの能力が高くなければ相手の感情を解読することは難しいとされている。 

このように感情状態を開示することは、一見ネガティブな面が多いように受け取られ

がちだが、ポジティブな面も多く存在する。ここでもう一つ先行研究を取り上げる。初

対面同士による感情状態を明かす自己開示の研究がある（Laurenceau・Barrett・

Pietromonaco,1998）。この研究では、事実だけを述べる自己開示に比べ、感情状態を明

かす自己開示は互いの親密さが高まることが報告された。 

  1 章で供述したように、本研究で「小学校現場」を研究対象にしたのは、その「孤独

性」が大きな理由となっている。学級担任制度であるため、他教職員による介入なく学

級経営を託されているのが小学校の学級担任である。そのため、自ずと他の校種よりコ

ミュニケーションが少なく、感情を表出する機会も少ないのが学校現場の現状と分析で

きる。 

 また、同じく 1 章で取り上げた「ネガティブな反芻思考」に関して、「筆記開示」と

いう介入実験をした先行研究もある（関谷・湯川,2009）。この実験では、反芻思考を止

めるべく、筆記開示による感情的不協和の低減を検証した。結果的に、対象者は教師で

はなく、医療職、介護職、福祉職といった教師と同じ対人援助職に就く人達だが、効果

は有意であることが示唆された。しかし、バーンアウト得点の減少は見られず、感情的

不協和やネガティブな反芻の減少のみが立証された。この実験は日記を持ち帰る方式で

の実験であったため、他者との交流なしでの感情表出には限界があることを示唆してい

る。 

 以上の先行研究より、感情表出機会が少なく、なおかつ感情表出能力が低い場合は戦

略統制不能という一種の思考停止状態に陥ることが示されている。本研究ではこれらの

課題を踏まえ、感情労働者である小学校現場の教職員がいかに感情表出しやすい環境に

身を置けるのか検討したいと考える。感情表出がコミュニケーション活性化を引き起こ

し、それが最終的に「孤独性」解消に繋がると仮説を立てる。 
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2.4 職場風土の先行研究 

2.4.1 学校現場の現状 

 職場風土がその職場で働く人に与える影響は大きい。それこそ、職場風土に関する先

行研究は無数にあるが、今回は本論文の対象である「学校現場」に焦点を当てて先行研

究のまとめを考えたい。 

 「学校現場」と一言にまとめても、その校種によって働く環境は大きく異なる。大き

く今回は「小学校」と「中学校・高等学校」の二つに校種を分けて考えるが、二つに共

通することは現在多忙な職場環境であり、また働き手が少なくなる一方であり、どの職

場においても保護者対応、児童・生徒対応が困難などその学校の置かれている環境によ

って異なるが課題を多く抱えていることに変わりはない。しかし、研究背景にも述べた

ように、教員採用試験の倍率が下がり、教職員の担い手が減ることは国全体を考えると

大きな危機と言える。教育の質低下が避けられないからだ。教育の質が下がると、自ず

と児童・生徒の資質向上にも限界があり、将来彼らが働き手になった時、社会に還元で

きる力が低下している、もしくは損なわれていることが想定される。このように派生的

に考えると、最終的には国は貧困にならざるを得ず、今の経済状況や家庭環境を保つこ

とは難しく、格差是正どころか格差は広がり続ける一方の未来を辿ることになる。教育

の質が与える影響は限りなく大きい。そのため、教育の質確保のためにも、職場の風土

を向上させ、教職員の力を思う存分発揮してもらえる環境を整えることが急務といえる

のではないだろうか。 
 

2.4.2 学校現場の職場風土の特色 

 では、具体的にどのような職場風土に現在なっているのか。まず二つの校種に共通す

る「学校現場」として職場風土を考察する。 

 まず、多くの「学校現場」では、教職員同士が非開示傾向にある（藤原,1998）。特に

ネガティブな情報に関しては開示しない傾向にあることが先行研究より判明している。

教師が教授・指導活動における失敗を隠すのは、面子や適性の判断とオーバーラップす

る危険性を教師は感じ取っているからである。しかし、これは学校現場に限らずだが、

失敗なくして仕事は成り立たない。失敗を開示しやすい「心理的安全性」に欠けている
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とも捉えられるのが現状ではないだろうか。また、教育現場は非開示しやすい職場とも

言える。それは 1 人の教師に授業は託され、無事に授業が実施されるならば大きな問題

とはされないのがこの職場の特殊性と言える。この特殊性が良くない方向で発露されて

いるのが先ほど挙げた「非開示性」である。 

 次に挙げられる職場風土が「非協力性」である。教師には、一つの基本がある。それ

は、教室における出来事に関して、教師は１人で全ての対応することが基本とされてい

る（川瀬,2014）。さらに先行研究によれば、教室に児童・生徒がいなくなった放課後に

おいても教師には「時間的・精神的」余裕がないのが実態である。そのため、児童・生

徒が校内にいる、いないに関わらず、お互いに協力したくても協力できないのがほとん

どの教育現場で抱えるジレンマと言われている。先ほど SOC プログラムの介入が急務

であることを述べたが、SOCに限らず、この異常とも言える職場風土、職場環境に政府、

自治体や企業も多くの取り組みを介入してきた。なぜなら、この事態はメディアでも取

り上げられるほどの周知の事実だからである。しかし、先ほど前述したようにメンタル

ダウンに陥り、休職せざるを得ない教職員数は横ばいを辿っている。どの介入も成功し

たとは言い難いことを統計的数値が証明している。しかし、介入プログラムに問題があ

ったと結論づけるのは早計である。なぜなら、前述したように「時間的・精神的」余裕

がないのが今の教育現場だからだ。そもそも介入プログラムの実施が難しいことは先行

研究で既に明らかになっているのである（川瀬,2014）。この「時間的・精神的」余裕が

ない現場であり続ける限り、この「協力性」向上を実現するプログラムの立案は至難の

業と言って良い。 

この「非開示性」「非協力性」の他にも、学校現場の職場風土を決定づける要素は複

数ある。そのうちの一つが「孤独性」である。これまでも述べたように、教師は「孤独

性」を感じやすい職種である。今でこそチーム体制を構築したり、働き方改革の一環と

して「時短勤務」を推奨したりするなどして少しでもお互いの意思疎通を図れるよう試

行錯誤し始めている。しかし、結局のところ、教師が児童・生徒と向き合う時間は余程

特殊な授業内容でない限り、通常授業は基本「一人」で行わなければならない。 

この「一人」という点がポイントである。その背景には「指導困難な環境でも」とい

った前置きが隠されていることを念頭に置かなければならない。現在は指導困難校が多

く存在している。それは以前の「児童・生徒」だけが困難なのではないといった点が大

きい。いわゆる「保護者」の存在である。無理難題を言いやすい風潮にあるのがこの
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「学校現場」の特性の一つだが、これによりこれまでのカリキュラム通りの仕事が出来

なくなった教師が多数いる。また、多様性、いわゆる発達障害と言われる児童の対応に

より生まれた「合理的配慮」という言葉が持つ「曖昧性」が現場の教師を苦しめている。

曖昧ゆえに、捉え方次第ではあらゆることが「合理的配慮内」に入れることが可能とな

り、結果的にどのような無理難題においても教師は配慮せざるを得なくなった。それが

たとえその教師の教育技量の範疇外だとしても同様である。こういった非情な職場環境

において「孤独性」が存在していることは、教師にとって大きな精神的負荷となってい

る。 

最後に、学校現場の風土に影響を与える共通要因として「管理職」を挙げる。貝川

(2009)の研究にある図 2-2 を示したい。このように組織特性が管理職に与える影響は大

きいが、一方で管理職が組織特性に与える影響も大きいのである。特に「管理職との葛

藤」といった因子が生まれるほど、教職員にとって管理職とは大きな存在である。これ

に関しては公立・国立でも変わらないが、特に大きな影響を与えるのは「私立の学校現

場」である。なぜなら、私立の管理職には学校運営における大きな権限が与えられてい

るからである。管理職の個性と上手く噛み合わず、教育現場を去った教職員も決して少

なくない。先進的な授業を試みる若手教職員と、保守的で伝統を守り続ける管理職との

間には価値観のギャップがやはり生じる。この点は一般企業でも変わらない文化なのか

もしれないが、重要なのは学校体制には長き伝統があり、序列を重んじる組織風土であ

るという点だ。年功序列も役職序列も合い重なって、本来どの業種よりもクリエイティ

図 5 学校組織特性とソーシャルサポートが教師バーンアウトに与える影響（「貝川,2009」より筆者作成） 
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ブな要素が求められる業種であるにも関わらず、現実はクリエイティブを淘汰し、長き

伝統を守ることに大きな価値を置いている。ジレンマはここにもある。 
 

2.4.3 職場風土に影響与えるコミュニケーション 

このように複数の要因が現在の学校現場に対して職場風土を決定づけるものが存在し

ている。非開示性や非協力性など閉鎖的になりつつあるのはコロナ禍で言えば、確かに

一般企業も変わりはない。しかし、「小学校」と「中学校・高等学校」の 2 つの校種に

話を戻すと、より学校現場は閉鎖的であることが容易に想像できる。なぜなら、激務な

勤務時間により周囲とコミュニケーションを取る時間すらなく、前述したように「教室」

という特別空間において教師はやはり全責任を負わなければならない立場だからである。 

詳細を述べると、コロナ禍以前から職場でのコミュニケーションは減っている。その

先行研究として、「学校でも企業でも同僚や知り合いと休憩時間などの直接話をする機

会が減少している」（川上,2006）が挙げられる。ここで挙げたコミュニケーションだが、

これが職場風土活性化において非常に重要な要因となっている。特に後述する「インフ

ォーマル・コミュニケーション」が職場風土の活性化に大きな影響力を持っている。 

ここでもう一度、別の先行研究（貝川・鈴木,2006）から取り上げる「教師バーンア

ウトにおける仮設モデル」を図 6 として掲載したい。その仮設モデルを見てわかる通り、

「協働性」と「職場満足」は教師の自己効力感に大きな影響を与えているからである。 

職場の影響力の大きさが見て取れるが、重要なのは「協働性」である。孤立しやす

い学校文化でいかに協働的に働くことができるのか、その点が本論文でも重要な論点

となっている。同じく、貝川・鈴木（2006）の研究では教師バーンアウトに関するパ

図 6 教師バーンアウトにおける仮設モデル（「貝川・鈴木,2006」より筆者作成） 
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ス・ダイアグラムが紹介されている（図 7）。これでわかることは、職場満足度が向上

することにより、個人の消耗が減ることが有意に判明されているということである。

また、「協働性」と「職場満足」は共に「学習」を有意に向上させることがわかってい

る。この際の学習とは「教師の学習」だ。これは非常に大きな要因である。なぜなら、

学習意欲が湧くことは教職員にとって仕事上非常に重要だからである。反対に、学習

意欲が減退しているという時点で、何か不満があるか、精神疾患に陥りつつある、ま

さに無気力な状態に近しいと言えるのかもしれない。この点はあくまで憶測だが、結

果的に図 2-4 が示していることは、やはり「協働性」と「職場満足」は教師バーンアウ

トを抑止する上で鍵となるファクターとなる。 

 

2.4.4 研究対象の「小学校現場」 

ここで本論文の対象となる「小学校」に焦点を当てて考えたい。なぜ対象が「中学

校・高等学校」ではなく「小学校」なのか。それは今取り上げた「協働性」が関係し

ている。「小学校」は他の校種に比べて孤独になりやすい校種なのである。これも貝川

の先行研究から解明されていることだが、組織の特性により「孤独性」「非協働性」

「管理職との葛藤」の三点において、他校種より小学校が最も因子得点が高かったと

結論づけた研究がある（貝川,2009）。これには、小学校特有の働き方が関係している。

小学校と他校種との大きな違いはその「担任制」にある。つまり、学級担任がほとん

どの授業を行うのである。もちろん、今では小学校でも教科担任制が導入され、音楽

や図画工作といった専門科目だけでなく、学年内において理科担当、社会科担当など

図 7 教師バーンアウト過程のパス・ダイアグラム（「貝川・鈴木,2006」より筆者作成） 
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役割分担を行なったり、「少人数算数」など様々な教科において「中学校・高等学校」

のような教科担任制を導入したりしつつある。しかし、とはいうものの結局のところ

学級担任が受け持つ教科数はやはり一番多く、学級風土を築き上げるのも学級担任の

采配にかかっているのは紛れもない現実である。これには一長一短ある。1 人の教師が

築く学級により、児童と教師の関係性は構築されやすく、幼き児童において安心感を

提供できるという点では非常に大きなメリットである。また、学級担任が児童の異変

に気づきやすく、すぐ対処できるといったメリットも存在することを忘れてはいけな

い。しかし、これはあくまで児童と教師の関係性が上手に構築された場合であるとい

った前提条件のもと成り立つことである。児童と教師の関係性が上手く築かれていな

い学級はそれこそ教師バーンアウトを引き起こしやすい。そして、その課題に1人で対

応しなければならない孤立性は高まるばかりである。 

教師集団の特徴として、「疎結合システム（通常、個々の独立性・分離性が保たれて

いる状況）」が挙げられている（淵上,1995）。このシステムに限界が今到来しているの

ではないだろうか。そういった背景がある小学校現場において、先行研究では「より

一層、職場で自ら援助要請を行うことが重要である」としている（酒井・窪田,2019）。 

では、この「援助要請」しやすい職場とはどのような職場であるのか。酒井・窪田は

援助要請を促進するには、とりわけ環境要因である「職場の協働的風土を高めること」

の重要性を言及している（酒井・窪田,2019）。 

この協働的な風土を築くためにも、当然教職員の協働性が必要なわけだが、教師の

協働性を構成する因子の一つに「普段のコミュニケーション」が挙げられている（淵

上・西村,2004）。そのため、疎結合システムではあるが、「教室」でのコミュニケーシ

ョンは非現実的であるため、本研究では「職員室」におけるコミュニケーションに焦

点をあてて介入実験を行うこととする。 

 

2.4.5「インフォーマル・コミュニケーション」の重要性 

そのような助け合える関係性、つまり協働的風土には「同僚性」が組織的対応にお

ける基盤とされている（井上,2014）。ここにおける「協働的風土」と「同僚性」はほ

ぼ同一の意味を持つため、これから先は「協働的風土」で統一して考察したい。では、
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この「協働的風土」を高めるためには何が有効なのか。それも先行研究で明らかにな

っている。それは「インフォーマルな場でのコミュニケーション」である（高橋・秋

光,2018）。インフォーマル・コミュニケーションとは何か。定義が曖昧ではあるが、

パブリック・コミュニケーションと別なものと考えるとわかりやすい。つまりは、「相

手・出会い・話題が偶然で予定されていないコミュニケーション」を示しており、先

行研究ではこれがインフォーマル・コミュニケーションの定義とされているため、本

論文でもこちらを定義としたい（仲谷・原島・西田,1994）。 

ここで「インフォーマル・コミュニケーション」の特性に関して述べておきたい。

前述したように、学校現場に限らず、今は職場でのコミュニケーションが減少傾向に

ある。コロナ禍により、その状況はますます悪化したように思える。しかし、この

「インフォーマル・コミュニケーション」はその価値はわかるものの、実際には「雑

談」であるため、非常に構造化しにくいといった特性を持っている（仲谷ら,1994）。

確かに、雑談をしやすくするシステムは構築されにくいし、その価値は職場において

社会実装化されているとは言いにくい。しかし、「インフォーマル・コミュニケーショ

ン」が活性化することで、作業効率が上昇することは既に先行研究で解明されている

のである（Roethlisberger,1941）。 

ここまで「インフォーマル・コミュニケーション」も価値が判明しつつも、その介入

策は多種多様で職場のレイアウトを変えるアイディアもあれば、アイテムを導入する

ことで雑談しやすい風土を構築するアイディアも存在する。本論文では、特に「時間

的・精神的」余裕がない教職員という縛りがあるため、既存の研究をそのまま汎用す

図 8協働的職場風土が教師に与える影響のパス図（「酒井・窪田,2019」「山崎,2012」より筆者作成） 
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ることが難しいのが現状だ。ここまで、先行研究でわかっている点を図式化すると以

下のようになる。 

この図 8 のパス図で足りない点は「何がインフォーマル・コミュニケーションを生み

出すのか？」といった問いに答えうる解決策がない点である。本論文の新規性はここ

にある。先行研究を辿れば「インフォーマル・コミュニケーション活性化」システム

は確かに複数挙げられる。しかし、それらは「時間的・精神的」余裕がある職場であ

り、そういった課題に対して精力的に働きかける上司ありきのシステムである。次節

では、このような縛りがある職場における効果的な介入方法に関する先行研究をまと

め、取り上げたいと考える。 

2.5 ナッジ理論の先行研究 

2.5.1 ナッジの事例 

「ナッジ理論」とは何かについてこの節では述べる。本章の概要でも触れたが、ノ

ーベル経済学賞を受賞したリチャード・セイラー教授が提唱した理論である。再度そ

の理論について説明すると、「どんな選択肢も閉ざさず、また人々の経済的インセンテ

ィブも大きく変えることなく、その行動を予測可能な方向に改める選択アーキテクチ

ャの全様相」（Thaler and Sunstein,2009)であり、現在、海外をはじめ日本でも多くの

自治体で行動変容がキーワードになっており、その際に注目を集めているのがこのナ

ッジ理論である。 
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では、実際に現在どのようなナッジが社会には存在しているのか、写真を用いながら

説明していきたい。 

図 9は海外で用いられているナッジである。題して「ポイ捨て削減ナッジ」。見てわか

るように、この場合のナッジはこの「足跡」である。これにより路上のゴミが約 45％

減少している。ナッジのメリットはこの「費用がかからない」という点が一つ挙げら

れる。行動変容と聞くと、どうしても大掛かりなシステムが必要のように思われる。

しかし、ナッジはそうではない。ナッジを用いることで、低コストでより良い行動に

図 9 路上におけるポイ捨て削減ナッジ（Nudge Unit Greece,2019 より抜粋） 

図 10豪雨時の避難呼びかけナッジ（広島県HPより抜粋） 
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自然と促すことを可能とする。多くの自治体がナッジを導入しようと現在試みている

のは、そういった良さにある。では、次のナッジの事例を通して、さらにナッジの良

さを述べたいと考える。 

図 10 は日本の広島県における「豪雨時の避難呼びかけナッジ」である。ナッジは先

ほどの足跡のようなアイテムだけでなく、言葉一つがナッジになり得る。この写真2を

見てわかるように、どのような言葉がけで人々は避難するのか、実際に検証されたナ

ッジである。通常、一番上に掲載されているような呼びかけが多いように思われる。

しかし、この場合、避難率はわずか約 23％に留まっている。一方、一番下に記載され

ているような「あなたが避難しないと人の命を危険にさらすことになります」といっ

た言葉がけによると人は約 40％が避難するといった研究データがある。後述するが、

「社会的規範」と「損失回避バイアス」といった行動科学の利点を用いたナッジとな

る。このように言葉を若干変更しただけで、人々の行動を変容させることができるの

がナッジの良さである。 

三つ目に取り上げるのも海外の事例である。これはこれまでの二つの事例と異なり、

「物理的環境の変更」によるナッジである。図 11 はサンフランシスコでの交通事故死

の 40％が左折巻き込み事故であることを示しているポスターである。サンフランシス

コでは、この死亡者数を減らすべく、以下のように物理的環境を、つまりは道路上の

レイアウト変更を実施した。 

このプロジェクトではまず道路の中央線にポールを設置した。これにより、対向車と

の接触を防ぐためである。また、このプロジェクトはポールだけに終わらず、他にも物
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理的環境の変更をしている。 

図 12 は見てわかるように、90°はカーブするよう設置された路面表示、ウェッジで

ある。これにより、左折巻き込み防止を実現した立派なナッジと言える。これにより図

13 で示されているように、左折速度の平均時速は 1.7 マイル（時速 2.7 ㎞）有意に減少

し、その効果は継続的に続いた結果を生み出すことができている。統計データによれば、

時速が 2.7 ㎞変わると、それによる交通事故の負傷者数、死亡者数は約 3 倍異なる結果

が生まれるとされている。 
 

図 11 左折巻き込み事故防止ナッジ（The Safer Inspections Project,2021） 

図 12 90°でカーブするようウェッジを設置（The Safer Inspections Project,2021） 
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2.5.2 ナッジによる介入のメリット 

ここで取り上げた三つのナッジは一部分のナッジにしかすぎない。この他にも、「健

康食品を摂取したくなるナッジ」、「健康診断を受診したくなるナッジ」、「駅ではエス

カレーターより階段を使いたくなるナッジ」など多種多様であり、国内外問わず、多

くの自治体にナッジユニットが設立されており、今まさに行動変容で注目を集めてい

るのがこの「ナッジ」というわけである。 

では、なぜ本研究において「ナッジ」が適しているのかを説明する。大島（2013）の

研究をより、介入レベル表を引用した。表 1 で示されているように、介入方法は様々に

ある。まずは、介入方法一覧を先行研究より引用したい。 

介入方法は上記のように 8 段階に分けることができる。レベルは 1 の方がより強制的

で、利用者に選択をさせない介入手段であり、禁止することなどもこのレベルに該当

する。一方で、レベル8になると、介入強度は弱くなり、それほど行動変容を促せると

は言い難い。この表で「ナッジ」を示しているのはまさに赤枠で囲まれているレベル 5、

6 である。 

では、本題に戻り、なぜナッジが適しているのか。この表 1を見てわかる通り、レベ

ル 1〜4 は強制的、あるいは禁止命令といった介入が多く見受けられる。インセンティ

ブを用いるなど、コストもかかるものがあり、実際に学校現場で当てはまると、これ

図 13 ナッジ介入後の時速の変化と継続性（The Safer Inspections 

表 1 介入レベル表（「大島,2013」より筆者作成） 
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らの介入が可能なのは「教育委員会」や「管理職」に限られてくる。一方で、レベル 7、

8 は情報を提供する、または何もせずに現場をモニターするといった非常に介入が弱い

ものばかりで、実際に効果が今ひとつ期待できない介入方法と言える。その点、レベ

ル 5、6 は選択を誘導する、選択可能な環境を整えるなど「自発的」な行動を催促する

ものであり、まさにこれが「ナッジ」と言えるものである。このようにして、一般の

職員が行動変容を促す際、非常に取り入れやすいのが「ナッジ」最大のメリットと言

えるのではないだろうか。 

では、この「ナッジ」だが、どのような介入方法があるのだろうか。実際の事例と

併せて述べる。 

ナッジの介入方法は一つではなく、また開発方法も複数にわたって存在する。その

中でも、今回は最も有名な介入設計「EAST」をここで紹介する。表 2-2 で示している

ように、「EAST フレームワーク」というものがあり、ナッジ設計する際には非常に重

要な役割を果たしている。これは頭文字をとって組み合わさったものであり、各頭文

字の意味は「E（Easy：簡単に）」、「A（Attractive：魅力的に）」「Social（社会的に）」、

「Timely（タイムリーに）」である。この四つを満たすことがナッジ開発において非常

に重要であるとされている。詳細は次ページの図で示すが、「デフォルトを生かす」

「インセンティブ設計を行う」「社会的規範の提示」「最も受け入れられやすい時期に

介入する」といったポイントがナッジの影響力を強めることができる。そのため、ナ

ッジ開発において「行動分析」は欠かせない。現在、どのような課題を抱えており、

なぜその課題はいつまでも無くならないのか、などシステム思考を用いることが重要

である。全ての繋がりを考え、その中からティッピングポイントを探ること、まさし

くシステム思考ありきで介入できるのがナッジといえる。 
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 本研究でいえば、課題は教職員の「時間的・精神的」余裕のなさにある。前述した通

り、既存のプログラムがうまく適用できていないのは、その余裕のなさも少なからず起

因するところがある。一方、このナッジを用いれば簡単な行動変容が可能と予測される。

特に「Timely」の所に記載されているが、行動科学用語の「現在バイアス」に関しては、

教育現場は伝統ある組織ゆえにとても強く働きかけている職場の一つと言える。この

「現在バイアス」を崩すにも、教職員の組織、行動の分析は欠かせない。 

 

2.5.3 ナッジの課題 

ここまでナッジの特徴を見ると、メリットばかりが顕著だが、当然デメリットも存在

する。ナッジには継続性という課題がある。大阪府立大学の金池は次のように述べてい

る。「クイズによるナッジは階段利用の人数を増加させたが、（中略）その有効性は一時

的なものと考えられる」（金池ら,2019）。ナッジを含めた行動経済学の特徴は「人間は

不合理である」という前提が置かれている点である。人間が合理的に行動するとされて

いたのが経済学に対して、そこから派生し、不合理に動く人間の行動より成り立つ学問

が行動経済学である。そのため、人間は初めてナッジと出会った際、自ずとより良い行

表 2 EAST フレームワーク（「Behavioural Insights Team“Four simple ways to apply behavioural insights”」

より筆者作成） 
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動を促される。しかし、一方で不合理である人間は「飽きる」「慣れる」といった特質

を持っている。そのため、先ほどの金池が述べたナッジを事例にすると、階段利用者数

を増やすため、階段にクイズを設置したナッジであった。一見、楽しく階段を登る人々

の姿が思い浮かぶが、その先にはそのクイズに慣れて、元通りのエスカレーターを利用

する人々の姿も思い浮かべることもできるのではないだろうか。ここで述べたかったこ

とは、本研究でも課題の一つであるが、「ナッジの有効性は一時的である」という点で

ある。近年のナッジ研究では「一時的ではないナッジ」も開発されつつある。 

青森大学の竹林による研究では「短期的効果」を克服できる可能性が示唆されている

（森・上村・竹林,2022）。この研究は社員食堂でのナッジ「EAST フレームワーク」を

用いた健康メニュー選択促進の研究であったが、表 3 でわかるように、寄付を促すナッ

ジを導入していることがこの研究のポイントと言える。お金を自分以外の他者のために

用いることで幸福感が増すことが先行研究から立証されていることである。この特性を

活かした食堂での寄付を促すナッジであるため、継続性が見込めるナッジとなった。実

図 14 TFT食堂におけるポスター（森・上村・竹林,2022） 

表 3 EAST 別に整理した TFT 食堂のナッジ（「森・上村・竹林,2022）より筆者作成） 
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際のポスターの様子は図 14 を見てほしい。 

子どもの笑顔の写真、寄付した学校数など視覚的に訴えることで人々の行動を促して

いる。本研究でもこの「視覚的」といったキーワードを用いて、職場風土におけるイン

フォーマル・コミュニケーションの活性化といった行動変容が促進できるのではないか

と仮説を立てる。 

このようにナッジには課題はありつつも、行動変容を促進する上で費用対効果はとて

も高いことが先行研究から立証されている。また、本研究のようなインフォーマル・コ

ミュニケーションを活性化するナッジはいまだ開発されておらず、その点も本研究の新

規性と言える。 

この節の最後に、効果的なナッジ活用法を述べる。先行研究によれば「最も効果的な

介入は、異なる要素を確実に組み合わせることである」（Dolan P ら,2011）とされてい

る。そのため、本研究においても多数ある「ナッジ要素」を組み合わせることで新たな

ナッジ開発に取り組みたいと考える。 
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図 15 スマートなナッジ設計図（Randi Karlsen and Anders Andersen,2019）（筆者作成） 

表 4 MINDAPACE 要素内容・無作為化比較介入試験具体例（「石倉ら,2021」より筆者作成） 
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具体的な「ナッジ要素」に関しては表 4 の通りである。表 4 で記されている

「MINDAPACE」を活用して、様々な要素の組み合わせから本研究に相応しいナッジ

を開発したいと考える。 

図 15 は先行研究より筆者が作成したスマートなナッジ設計図である。目指すべきゴー

ルは「ナッジを用いて小学校の職員室のインフォーマル・コミュニケーションを活性化

することで職場風土を向上させ、結果的にメンタルダウンする教職員を減らすことと定

義したい。その上で、ナッジ開発において重要な教職員の行動パターン、介入タミング

などを分析していきたいと考える。 
 

2.6  !"#123456 

この節では本研究における仮説を述べる。これまで「ストレス対処力（SOC）」「職場風

土」「ナッジ理論」の三つの先行研究の一部を紹介した。先行研究で分かっていること

は、メンタルダウンする教職員には「職場風土」が有意に効果を示していること。そして

「職場風土」の中でも「協働的職場風土」が必要であること。さらにその「協働的職場風

土」には「インフォーマル・コミュニケーション」が有意に効果であることが示されてい

る。そのため、この後のロジックが本研究の仮説となる。「インフォーマル・コミュニケ

ーション」を活性化させる上で物理的環境の変化も一つのアイディアではある。実際に先

行研究でも、空間スペースを利用した「インフォーマル・コミュニケーション」の活性化

を試行した事例はいくつもある。しかし、コストが高い。その点、ナッジは基本低コスト

の事例が多い。そのため、ナッジの短所「持続性」は考慮しつつも、本研究では介入レベ

ルが比較的低く、費用対効果が大きいという長所をもった「ナッジ理論」を用いたい。そ

のため仮説は「ナッジはインフォーマル・コミュニケーションを活性化する」ということ

になる。この文言を図式化したのが以下の図 16 となる。この仮説を検証すべく、研究デ

ザイン、ナッジのデザインが非常に重要となる。次の章よりまずは研究方法について述べ

ていきたい。 
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図 16 本研究における仮説モデル（筆者作成） 
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第3章 '()* 

本章では、予備調査における概要およびその手順について述べる。 

3.1 789:;<=>?@ 

!"#"$% &'()*+,-./0.1 

 本研究の重要なファクターである「ナッジ開発」から予備調査を始める。前章で述

べたように、Dolan P ら（2011）の研究にある「MINDSPACE」の 9 つの要素の組み

合わせ、また既存のナッジ事例からインサイトを得ることでナッジの組み合わせ方を

考えるところから始めた。ここで示す「MINDSPACE」を具体化すると「Messenger

（私たちは、誰が情報の伝達者であるかということに大きく影響される）」「Incentives

（損失回避志向が強いのが人間の癖であり、予測可能な精神的近道を選択しがちにな

る）」「Norms（私たちは、他人の言動に強く影響される）」「Defaults（私たちはあら

かじめ設定された選択肢に身を任せる傾向がある）」「Salience（私たちは、今までにな

いもの、私たちに関係のあるものに注意を払い、惹きつけられる）」「Priming（私たち

の行動はしばしば意識下のシグナルに影響を受ける）」「Affect（私たちの感情の結びつ

きは私たちの行動を強力に形成する）」「Commitments（私たちは公約に従おうと努め、

行動でそれに報いようとする）」「Ego（私たちは自分自身の気分を良くしようと行動す

る。また、うまくいかない時は他者の過失、環境が要因であると考える）」（Dolan P

ら,2011 より筆者作成）となる。 
 

!"#"#% 2345+67+89:;<8 

まず本研究において、小学校という校種は「孤独性」が高いと前述した通りである。

そのため、予備実験の前段階で「ナッジ開発」がどのようにして成り立つのか複数実

験してみた。そのうちの一つが図 17 の「Salience（顕著性）×Affect（感情）」を組み

合わせた「メッセージ付きマグネット」である。 

このナッジは孤独を感じやすい教室に設置した。メッセージをピンクにするなど派手
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なカラーを使用したり、通常の無機質なマグネットでなく、このような動物のぬいぐ

るみでメッセージを強調したりすることで「Salience（顕著性）」を確保することを試

みた。また、マグネットにした理由は、教室に置いてあっても何も違和感がなく、ま 

た使用頻度が高いといった二点が挙げられる。さらに、メッセージは当然「孤独を払

拭するもの」でなくてはならない。その際、「Affect（感情）」に訴えかけるものにすべ

く、より温かみのあるメッセージを採用した。 

これを実際に予備実験校である横浜市立日吉南小学校の複数の教室で置いていただき、

その教室の担任に効果の是非をインタビューした。インタビュー結果は以下の通りで

ある。 

 

教諭 A「メッセージやマグネットそのものに癒されはしたが、孤独を払拭するには至ら

なかった」 

教諭 B「最初はマグネットを見ていたが、日が経つにつれ慣れていき、数日後には目新

しさを感じず、自然と視界に入らなくなっていた」 

教諭 C「毎週、メッセージが変わる仕組みならもっと注目を浴びる気がする」 

教諭 D「いざ仕事が始まれば、目の前の児童対応に精一杯でマグネットを見る余裕はと

てもじゃないけどなかった」 

 

 このように一つ目のナッジはあまり効果を成さなかった。また、前章でも述べたよう

にナッジの課題である「継続性」が浮き彫りとなる結果となった。一方で、「ナッジ開

図 17 メッセージ付きマグネット（筆者撮影） 
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発」は今あるものを組み合わせることで簡単にできることを実感し、費用対効果の高に

期待できる結果となった。 

 次に実施した取り組みは、ナッジから若干離れる。教師による現任校における課題解

決策を抽出する「ブレインストーミング」である。創造的行為は不安を軽減することが

先行研究から明らかになっている（Riedel,1984）。今回はこの「創造的取り組み」のど

の要素がストレスを下げているのかを調査したく、教師によるブレインストーミングを

実施した。実施したのは、普段学年チームが異なる三人をランダムに選び、二回に分け

て実施した。被験者は合計六名であり、通常のブレインストーミングではあるが、「ポ

ジティブ原則」をルールとし、十分間模造紙に現任校の課題解決策を付箋にひたすら書

き、貼ってもらった。 

図 18,19 はその時の様子である。最終的に合計 50~60 枚の付箋を貼っていただいた。

この実験も六名の教諭にインタビューを実施し、簡易的ではあるが頂いた回答は以下の

図 18 ブレインストーミングの様子①（筆者撮影） 

図 19 ブレインストーミングの様子②（筆者撮影） 
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通りである。 

 

教諭 A「ポジティブ原則が大きい。自分が受容されている気がした」 

教諭 B「周りの人が共感してくれることで、周りの先生たちも自分と同じように考えて

いたのだと安心できた」 

教諭 C「ひたすら書き出す作業がストレス発散になった」 

教諭 D「普段話せない学年チームの人と話すことで気分転換になった」 

教諭 E「課題は解決されると思えることでスッキリした」 

教諭 F「ひたすら話し続けながら付箋を貼る作業が新鮮で、たくさん話すことがストレ

ス解消につながったのではないか」 

 

以上のように、とても肯定的な意見が多く、ブレストは多忙な教師も実感するほどス

トレス発散になったと考察できる。 

また、先行研究にある心理的ストレス反応尺度としてストレス計測できる「SRS-18

質問票」（鈴木ら,1997）アンケートをブレスト前後で実施した。表 5 はそのアンケート

項目である。 

サンプル数が 6 であるため、有意な差を見出すことは難しかったが、全体的に「いら

いらする」などといったネガティブ感情は下がった結果となった。 
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 この実験より、このブレインストーミングのどの部分が効果を生み出し、結果的にネ

ガティブ感情を下げることになったのか、インタビュー結果やブレインストーミングの

特徴から分析した。インタビュー結果から分かるように、一つ重要なポイントとして挙

げられるのが「他者」の存在である。「他者」の存在があることによって、共感を生み

出し、また「自分だけが課題を抱えていたわけではない」という安心感を生み出すこと

によって、ネガティブ感情が下がったのではないかと考察できる。その他にも、このブ

レインストーミングの特徴でもある「ポジティブ原則」や「書き出す」といった行為が

ストレスを下げているのではないかと考察した。 

 これらを踏まえ、次に別のナッジを開発し、被験者を募り実験した。前回のブレスト

から「書き出す」行為がどれだけ効果があるのかを検証すべく、「コミットメントナッ

ジ」を予備実験として実施した（図 20、図 21）。 

これは前述した「MINDSPACE」の一つである「Commitments（私たちは公約に従

おうと努め、行動でそれに報いようとする）」と「Priming（私たちの行動はしばしば意 

＜SRS-18質問票＞ 

      名前（    ） 

☆以下にあげる質問は、あなたのここ 2、３日の感情や行動の状態にどのぐら

い当てはまりますか。最も当てはまる数字を１つだけ○で囲んでください。 

 

 

１ 怒りっぽくなる  

２ 悲しい気分だ  

３ 何となく心配だ  

４ 怒りを感じる  

５ 泣きたい気持ちだ  

６ 感情を抑えられない  

７ くやしい思いがする  

８ 不愉快だ  

９ 気持ちが沈んでいる  

１０ いらいらする  

１１ いろいろなことに自信がない  

１２ 何もかもいやだと思う  

１３ よくないことを考える  

１４ 話や行動がまとまらない  

１５ なぐさめて欲しい  

１６ 根気がない  

１７ ひとりでいたい気分だ  

１８ 何かに集中できない  

そ
の
通
り
だ 

 

ま
あ
そ
う
だ 

 

い
く
ら
か
そ

う
だ 

 

全
く
違
う 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

０    １   ２   ３ 

表 5 SRS-18 質問票（鈴木ら,1997）より筆者作成 
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識下のシグナルに影響を受ける）」の特性を活かしたナッジである。この

「Commitments（コミットメント）×Priming（プライミング）」を組み合わせたナッ

ジでいかにストレスの負荷が少なくなるのかを検証した。 

 実験方法として、期間は１週間、被験者は 8 名に依頼した。始めの月曜、火曜は通常

通りに過ごしていただいた。その後、後半の水曜、木曜、金曜に関してはこの「コミッ

トメントナッジ」を毎朝実施してもらった。具体的には、1 日が始まる時に各自持ち前

の用紙に三つ以上、自分のストレッサーとなっているものに対するリフレーミングを行

う。それにより、「ストレスが実はストレスではない」とコミットメントすることで、

どれだけストレスが減少するのか計測することが目的である。なお、今回も前回同様

図 20コミットメントナッジ① 

図 21コミットメントナッジ② 
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「SRS-18 質問票」を用いた。被験者には毎晩、回答していただき、結果は図 22 の通り

である。 

 分析は記載の通り、統計ソフト SPSS を用いて行った。結果としては、サンプル数が

少なく、ほぼ有意が出なかった。しかし、有意が出た項目もわずかだがあった。それは

「何となく心配だ」「ひとりでいたい気分」である。これはアンケートを見る限り、心

配の傾向は減っており、みんなといたい気持ちが有意に高まっていることがわかった。 

今回の「Commitments（コミットメント）×Priming（プライミング）」のナッジは、

コミットすることで自分の脳に情報を前段階で上書きし、そうすることでストレスに対

する心配が減ったことが推測される。さらに、これは被験者のコミットの特徴でもある

図 22SRS-18 質問票 t検定分析結果（SPSS を用いて筆者作成） 
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が、ストレッサーに対して「他者」と一緒に乗り越えることが書かれていることが多く

見受けられた。つまり、被験者は自然と「他者」を求めていることが考察され、「他者」

はストレスを抑止する、さらには本研究のテーマでもある「孤独性」解消における重要

なファクターであると言えるのではないだろうか。 

 実際に「他者」がどのような効果があるのか検証している先行研究が多くある。

Kayamori（2018）の研究によれば、運動が心身の健康促進に役立つことは知られてい

るが、「1 週間に 2 回の運動×他者」により高齢者の鬱病予防に繋がる可能性を示してい

る。この研究においても運動はもちろんのこと、「他者」の重要性を指摘されている。

他者が加わることで「運動の継続」「他者との関わり」という二つの鬱リスク軽減要素

が確保されることを示唆している。このように、「他者」が精神面に与える影響は大き

く、本研究における「孤独性」に与える良い影響も期待できるのではないかと推測する。 

 このように大きく分けて三つのナッジを開発し、小学校現場で実際に導入しやすいも

のを選定するために幾つかの実験を実施した。しかし、この三つだけでは実施期間も短

く、統計解析をした結果、有意なもの、効果が立証されるものは限られているため、選

定しきれないという結論に至った。 

 

!"#"!% =>?@AB&'(+CD 

 そのため、日本だけでなく、世界においてこれまで実施されてきたナッジの特徴を整

理し、小学校現場に落とし込めそうなものを再度思案することとした。まずは主に日本

で紹介されている既存のナッジを二軸図に分類してまとめたものが以下である。 
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 前述したナッジもあるが、二軸図（図 23）において「時間がかかる」ものは本研究に

おいては除外する。「時間がかかる」ものに関しては、費用対効果が未知数であり、一

般の教職員だけでは介入できないものも少なくないからである。そのため、参照したい

ものとして、「すぐできる」に位置する既存のナッジからインサイトを得たいと考える。 

「すぐできる」に並ぶナッジを見て、「ワンアイテム」と「メッセージ」が有効なので

はないかと考察する。これは「介入しやすさ」が費用対効果に繋がっていることが推測

される。 

 

!"#"E% &'(FGHIJKL 

ここで「ワンアイテム」に関する先行研究を述べる。「ナッジ理論」とは別に大阪大

学の松村が提唱するものがある。それは「仕掛け学」というものである。ナッジと仕

掛け、その線引きは曖昧で専門家による見識は分かれるところがある。仕掛けとは、

本研究で述べたところの「ワンアイテム」に該当すると言える。仕掛け学に関する研

究（Matsumura・Fruchter・Leifer,2015）では、次のような供述がある。 

 

『We assume that the combination of physical and psy- chological triggers has a 

図 23 既存ナッジの二軸図（筆者作成） 
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synergistic effect that is sufficient to change people’s behavior, and this could be an 
expla- nation for how a shikake works. Some combinations of triggers were used far 
more frequently than were others. For example, the combination of ‘‘Analogy’’ and 
‘‘Positive expectation’’ was used in 13 shikake cases, and the combination of 

‘‘Auditory’’ and ‘‘Positive expectation’’ in 11 shikake cases.』 

 

すなわち、仕掛けには「物理的トリガー」と「心理的トリガー」の掛け合わせが効果

を成していることを明らかにした。たとえば、次の図 24 などその典型例である。「物

理的トリガー」としてこのような穴の開いた筒、すなわち「ワンアイテム」を用意し、

「思わず覗きたくなる」という人間の心理を動かす「心理的トリガー」がこの仕掛け

には働いている。 

なお、本研究においても「ナッジ」と「仕掛け」の線引きをせず、全て「ナッジ」で

統一することとする。 
 

!"#"M% NOPQRSTUVB&'(+WX 

 次に、日本だけでなく、世界で扱われている行動インサイトを用いた仕掛け、ナッジ

を調査した。その中で本研究に汎用できそうなものを一部掲載する。なお、これらは経

済協力開発機構編著の『世界の行動インサイト〜公共ナッジが導く政策実践〜』（明石

書店,2018）から引用したものである。 

図 24「物理的トリガー」と「心理的トリガー」を掛け合わせた仕掛け

（Matsumura・Fruchter・Leifer,2015） 
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【世界の行動インサイト】 

①放課後プロジェクト（南アフリカ） 

【目的】 

MOD（放課後センター）への参加率向上を目指す 

【介入方法】 

行動インサイトから得た情報をポスター、ステッカーのデザイン、Eメールによるメ

ッセージに導入し、保護者へ伝達（第１介入群）。他にもプログラム参加メリットを

明確にした短文を送付（第２介入群）。 

【行動インサイト】 

・社会規範…メッセージを個人宛に書き、メッセージが実在の関係者からのものであ

るという感覚、私宛に来たという感覚を生み出すことで、一種の社会的圧力、または

社会的期待を作り出した。 

・顕著性…「お子様の出席日数は全体の３分の２」など数値で表示。数字と文字の対

比は目につきやすく、受信者の記憶に残りやすくなる。 

・損失回避…前週、何の活動にも参加していなかったグループに送られたメッセージ

では、参加することで得られる機会ではなく、参加しなかったことで失われた機会に

ついて重点をおいたメッセージを送付した。 

・時間選好…教育を短期費用で将来大きな利益をもたらす「投資財」とみなす旨を送

る。 

※メッセージは１１週間、週に１回 SMSを利用して同じ時間に送付するように予定さ

れた。 

 

【結果】 

介入群は対照群の学校と比較して、１日あたりや約 39％増加した。 

 

②成人識字率の向上（英国） 

【目的】 

英語と計算の能力の低い成人に対し、成人教育プログラムの継続を奨励する。 

【介入方法】 



－ 44 － 

英国の種々のカレッジで参加している成人教育コースの継続を奨励するテキストメッ

セージを送付する。 

【行動インサイト】 

・正のフィードバック 

・社会的支援 

・計画または準備 

※１０週間、テキストメッセージを送付 

※具体的なメッセージは以下の４つ 

１今、学んでいることは大切なことだ 

２学習者としてこのコースを成し遂げることができる 

３上達するには練習が必要だ 

４自分達はカレッジの一員である 

【結果】 

介入群は対照群の生徒と比較して平均出席率 7％増加。中退率は 36％減少した。 

 

③節水のための社会規範とフィードバックの提供についての検証（コスタリカ） 

【目的】 

節水の促進を目的とする行動情報を活用した３つの介入の効果を検証する。 

【介入方法】 

２つのピア効果。1つは“地元地区”との比較。平均使用量が上回った世帯には「泣き

顔シール」を、下回り節約できている世帯には「笑い顔シール」とお祝いのメッセージ

を送付した。２つ目は“市全体”との比較。介入方法は地区と同じ。３つ目の介入方法

は、請求金額を明示したハガキとともにワークシートを送付し、「平均世帯使用量と自

分の世帯の使用量の明記」を促した（顕著化）。さらに「個人の節水目標の設定」と

「６つの水使用量削減方法チェック欄」にチェックするよう促した。（明確な意思形

成）。 

【行動インサイト】 

・ピア効果…同じ条件の地区と比べることで自分の内省を促す。さらに、明確にクリア

の有無を表示するため、「シール」を使用。 

・顕著化と明確な意思形成…自ら目標を宣言・設定することでアンカリングする。 
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【結果】 

１番目、３番目の「地元地区との比較」「顕著化と明確な意思形成」は有意。一方で、

「市全体との比較」は有意が見られなかった。 

 

④色分けされた測定チャートを用いて意図せぬ見過ごしを減らす（オーストラリア） 

【目的】 

Between the Flags プログラムを実施し、患者の悪化に備えるセーフティネットを提供

する。 

【介入方法】 

NSW ヘルス標準測定チャートと呼ばれる介入を検証。このチャートの利点は「追跡＆発

動（track and trigger)」ツールであり、クリニカルレビュー（イエローゾーン）とラ

ピッドレスポンス（レッドゾーン）のコール基準に色分けされている点にある。 

【行動インサイト】 

顕著化…色分けされて明示されるため、医療関係者は患者の悪化に気づきやすくなる。 

【結果】 

プログラム全体で予期せぬ心停止が 25％減少。 

 

⑤健康のために歩く：健康的なライフスタイルのためのパイロットプログラム（南アフ

リカ） 

【目的】 

西ケープ州政府職員の間に健康に良い行動を広める 

【介入方法】 

パイロットプログラムの前後で「競争」「顕著性」「役割モデル」が身体活動にどのよう

に影響を与えたかを検証 

【職員の行動パターンの分析】 

・情報バイアス…職員は僅かな行動の変化が自身の健康全般に与える影響を過小評価

する傾向にあった。その結果、彼らは全く行動に起こさず、ライフスタイルを変更す

るメリットはないと考えていた。 

・注意力の限界…職員は他の問題で頭がいっぱいであるため、職場で健康に良い習慣

に取り組むことを考えていなかった。さらに職員は健康的な行動は職場でなく家や仕



－ 46 － 

事の後に取り組むものと考えていることが判明。行動と意思のギャップもあり、自信

過剰の例も見受けられた。 

⇨友好的な競争を取り入れながら運動の顕著性と楽しさを高めたら、健康状態改善の身

体活動の増加に繋がるか？ 

【行動インサイト】 

「Walk4Health」設立。歩数計を 50 人に提供。４人１チームで競争と上級職員の参加が

生み出すインセンティブ、個々の歩数計によるフィードバック、スコアボードを公開し

参加者の進捗状況を互いに比較できるゲーミフィケーションの導入を実施した。 

【結果】 

70％の BMIが減少。体重も減少する結果となった。 

 

⑥英国で臓器ドナー登録者数を増加させる 

【目的】 

臓器ドナー登録簿への登録者数を増加させる。 

【介入方法】 

約 5 週間、国民保健サービスが利用するコミュニケーションに行動ナッジを入れる。

（Webページにて） 

【職員の行動パターンの分析】 

世論調査では 10 人中 9 人がドナー登録の意思表示をしているが、実際は 3人中 1 人に

も満たない。この意思と行動のギャップを埋める方法はあるのか？ 

【行動インサイト】 

1 社会規範「毎日たくさんの人がこのページを見て臓器ドナー登録を決心していま

す。」 

2 社会規範＋視覚的刺激「一般的な集団写真を用いて顕著性の効果を検証。」 

3 損失フレーミング「臓器ドナーが不足しているため、毎日３人が死亡しています。」 

4 利得フレーミング「臓器ドナーになれば、最大９人の命を救うか人生を変えること

ができます。」 

5 互恵性「もしあなたに臓器移植が必要になったら、移植を受けますか？それなら他

の人を救ってください。」 

6 行動要請「もしあなたが臓器移植を支持しているなら、その支持を行動に移してく
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ださい。」 

【結果】 

互恵性が最も効果が高いことが判明。1,203人が登録した。次に効果があったのが損失

フレーミングであることが判明した。 

 

⑦喫煙者をドアから離れさせるためのコペンハーゲン空港のナッジ 

【目的】 

タバコに火をつける前に喫煙者を空港のドアから離れさせる 

【介入方法】 

彼らに望まれていることを正確に知らせ、ドアから数メートル離れた場所に明確な喫煙

エリアを設ける。 

【職員の行動パターンの分析】 

世界で受動喫煙での死亡者は 60 万人を超える。禁煙ゾーンを設けても喫煙者はあまり

注意を払わない。行動マッピングにより、空港での喫煙行動を構成する多様な行動を観

察。結果、喫煙者は旅行者でなく、建物の中から出てきた人であり、禁煙エリアで

33％の人が吸っていることが判明。認知的倹約家であることが要因かと推測できる。 

【行動インサイト】 

１ 地面にステッカーを貼る…観察より、タバコを取り出す仕草であるポケットに手を

入れることが観察された場所に火のついたタバコのイラストとメートル数を表示したス

テッカーを貼った。 

２ 喫煙ゾーンを指定する…黄色のダクトテープで表示された四角いゾーンとタバコの

イラスト、黄色い円筒形の灰皿で構成された。 

３ 環境のアフォーダンスを再整理する…環境が確実にアフォーダンスするために喫煙

行動に影響を与える再整理可能なアフォーダンスを再整理した。 

【結果】 

規則に反した喫煙が加重平均で 49.0%減少した。 

 

 本研究におけるナッジ開発に活かせると考え、上記の７つの事例を挙げた。ここでそ

れぞれのナッジを分類し、どれが本研究に用いる際に有効なのかを考えるため図式化し 

た。それが表 6 である。 
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 「顕著性」「手軽さ」「インセティブ」の三つにわけて分類した結果となる。「◎○△」

で表した。まず「顕著性」だが、放課後の教師は精神的・肉体的な疲労に悩まされてお

り、思考停止状態に陥っていることが多い。その際、思考を使わず、無意識に行動変容

を促すことができる要素として「顕著性」は非常に重要となる。二つ目には「手軽さ」

を要素として選んだ。それは、手間がかかる内容やナッジでは、汎用性や実用性が低く

なるからである。最後に三つ目の「インセンティブ」だが、これはできれば無い方が望

ましい。補足すると、ここで示す「インセンティブ」は金銭的なものを含める。こちら

も汎用性を考えた際、教育現場においてさらにコストがかかるシステムは敬遠されがち

であると予想した。そのため、表 6 においては「インセンティブ」に関しては△の方が

望ましい。その結果、７つの中から選んだのは「◎」が付いた③、④、⑥であるため、

この三つからインサイトを得て、ナッジ開発に取り組んだ。 

 

 
 
 

海外ナッジ事例 顕著性 ⼿軽さ インセンティブ

①放課後プロジェクト
（南アフリカ） ○ △ △
②成⼈識字率の向上（英国）

△ ○ △
③節⽔のための社会規範とフィードバック
の提供についての検証（コスタリカ） ◎ ○ △
④⾊分けされた測定チャートを⽤いて意図
せぬ⾒過ごしを減らす（オーストラリア） ◎ ○ △
⑤健康的なライフスタイルのためのパイ
ロットプログラム（南アフリカ） △ △ ○
⑥英国で臓器ドナー登録者数を増加させる
（英国） ○ ◎ ◎
⑦喫煙者をドアから離れさせるためのコペ
ンハーゲン空港のナッジ（デンマーク） ○ ○ △

表 6海外事例の比較分類図 
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 この世界の公共政策におけるナッジの実例の中から、本研究では④で記述したオース

トラリアの「色分けされた測定チャートを用いて意図せぬ見過ごしを減らす」ナッジか

らインサイトを得た。本研究においても、協働的職場風土においてインフォーマル・コ

ミュニケーションを活性化することが目的である。その際、教職員の行動分析した結果、 

自分の学年チーム以外の教職員とコミュニケーションを図る機会が少ないことが分かっ

ている。校務分掌や校内研究チームが同じであれば多少コミュニケーションが生まれる

ものの、その多くは仕事上でのコミュニケーションが大半を占めており、インフォーマ

ル・コミュニケーションにまで至っていないのが現状である。 

 では、なぜこのオーストラリアの実例からインサイトを得たのか。そのことを説明す

る上で、まず実際にこの色分けされた測定チャート（図 25）を掲載する。 

 この測定チャートはクリニカルレビュー（イエローゾーン）とラピッドレスポンス

（レッドゾーン）のコール基準に色分けされている点において、ナッジの「顕著性」を

活かしている好事例といえる。患者からのコール基準を設けることで、危険な状態にあ

る患者に早急に対応できるようになる。何より「顕著性」があるため、視覚的に訴えや

すく、人の行動を本能的に促すことができる。 

  

図 25色分けされた標準測定チャート＜NWSヘルス＞（『世界の行動インサイト』より抜粋） 



－ 50 － 

【開発したナッジ①「感情表出付箋紙」】 

そこで、本研究において、この「顕著性」が職員室に必要なのではないかと考えに至

った。前述したように、「孤独性」が強い小学校現場では、お互いの「孤独性」に気づ

くことが困難である。「時間的・精神的」余裕がないことも起因する。そのため、この

ような色分けチャートのように顕著に今の心理的ストレス状況を吐露できるシステムが

あれば、「孤独性」解消にも繋がり、またインフォーマル・コミュニケーションも活性

化するのではないかと仮説を立てた。その仮説のもと、開発したナッジが「感情表出付

箋紙」である。 

使用するものは学校現場でよく使われている「付箋紙」にした（図 26）。この付箋紙の

カラー毎に心理的状態の区分けを定義する。本研究では以下のように付箋紙カラーの定

義をし、実施条件を設けた。 

 

【付箋紙カラーの定義】 

・青の付箋紙…気分が良い、ストレスを感じない 

・黄の付箋紙…普通、ストレスはある 

・赤の付箋紙…イライラする、ストレスフル、児童に会いたくない 

 

 

図 26本研究で実際に使用した 3 色の付箋紙（筆者撮影） 
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【実施条件】 

・付箋紙は職員室の各自の PC上部に貼り付けること（図 27参照） 

・付箋は実験期間中において常に 3色の内、1色は貼っておくこと 

・付箋のカラーは 1日の中で何回替えても良い 

・被験者には自分の心理的状況を付箋紙で表す旨を伝え、インフォーマル・コミュニケ

ーション活性化など研究の目的は伝えていない 

 

以上の定義、条件のもと、まず予備実験として横浜市立日吉南小学校で実施した。詳細

は後述する。 

 

【開発したナッジ②「利他的先生（宣誓）ボード」】 

 本研究二つ目に開発したナッジは「先生（宣誓）ボード」と名付けたものである。こ

れは、事前のプロトタイプで実施した「Commitments（コミットメント）×Priming

（プライミング）」を組み合わせたナッジや、前述した『世界行動インサイト』に掲載

されていたコスタリカの「節水のための社会規範とフィードバックの提供についての検

証」より、自己意思を表出することにより自らをアンカリングしたナッジから派生し、

考案したものである。本研究における定義、実施条件は以下の通りである。 

 

 

図 27今回使用した「感情表出付箋紙」（筆者撮影） 
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【「利他的先生（宣誓）ボード」の定義】 

・教師が利他的な内容をボードに書き込み、自らにアンカリングする 

（図 28、図 29参照） 

【実施条件】 

・被験者は出勤して、まずこのボードにその日の目標を書く 

・書く内容は「利他的であること」「その日、実践できること」であれば良い 

・実践内容は教室、職員室のどちらでも良い 

・毎日同じ内容でも良いし、日毎に変えても良い 

 

以上の定義、実施条件のもと、同じく予備実験として横浜市立日吉南小学校にて実験を

行った。詳細は後述する。 

図 28本研究で実際に使用されたボード（筆者撮影） 

図 29本研究で実際に使用されたボード（筆者撮影） 
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【開発したナッジ③「人と会話したくなるポスター」】 

本研究三つ目に開発したナッジは「人と会話したくなるポスター」である。これは

「MINDSPACE」で示すところの「Priming（私たちの行動はしばしば意識下のシグナ

ルに影響を受ける）」と「Incentives（損失回避志向が強いのが人間の癖であり、予測可

能な精神的近道を選択しがちになる）」を掛け合わせたナッジとなる。『世界行動インサ

イト』に記載されていた南英国の「臓器ドナー登録者数を増加させる」ナッジやデンマ

ーク産業庁の「最新の企業データを確保するためのポップアップ・プロンプト」ナッジ

を参考に開発した。このポスターの狙いとしては、会話不足がいかにデメリットに関す

る内容を見て、そのデメリットを回避したくなる人間の心理に働きかけることである。

そのため、被験者がポスターを見て思わず会話したくなる行動変容を促すことで、イン

フォーマル・コミュニケーションの活性化を狙ったナッジとなる。本研究における定義、

実施条件は以下の通りである。 

 

図 30 本研究で実際に使用されたポスター（筆者撮影） 
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【「人と話したくなるポスター」の定義】 

会話不足による引き起こすデメリットが記載されたポスター 

 

【実施条件】 

被験者は１週間、図 30 のポスターを被験者が１日で一番視界に入る場所に置く 

 

以上の定義、実施条件のもと、同じく予備実験として横浜市立日吉南小学校にて実験を

行った。詳細は次節の通りである。 

3.3  789:A78BC$DE*FGHIJ 
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 この節では、本実験前の予備実験における概要、またその検証結果、妥当性確認につ

いて述べる。予備実験に関する概要は以下の通りである。 

 

【実施場所】 

横浜市立日吉南小学校 

 

【期間】 

2022 年 9 月 5 日〜9 月 16 日（2 週間） 

 

【被験者】 

横浜市立日吉南小学校に勤務する教諭 30 名 

 

【実験方法】 

＜9 月 5 日〜9 月 9 日（１週目）：ナッジなし＞ 

被験者 30 名には通常通りの勤務をしてもらった。被験者は一日の終わりにアンケート

に回答する。五日間分のデータを収集する。なお、実験内容に関しては心理的ストレス

に関する研究とだけ伝え、インフォーマル・コミュニケーションや職場風土活性化につ

いてはバイアス回避のため、伝えないことにした。ただし、管理職に関しては被験者に
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含めないため、概要を知っている。 

 

＜9 月 12 日〜9 月 16 日（２週目）：ナッジあり＞ 

被験者 30 名を A、B、C の三つのグループにランダムで振り分ける。ただし、同じ学年

チームのメンバーはなるべくお互いに異なるナッジを被験してもらえるようグループ分

けを行った。これは、学年の垣根を越えたコミュニケーションが生まれるか調査したい

ためである。 

 Aグループの 10名は前述したナッジ①「感情表出付箋紙」を実施してもらった。Bグ

ループの 10 名はナッジ②「利他的先生（宣誓）ボード」を実施してもらった。C グル

ープの 10 名はナッジ③「人と話したくなるポスター」を実施してもらった。 

 

 

!"!"# 2345@cKBdefghijk 

【予備実験の検証・妥当性確認】 

 予備実験の「検証」として「統計解析」を実施した。ナッジ介入前後の t 検定で有意

差を調査した。結果的に有意なデータは取れなかった。教職員の中には被験者ナンバー

を入力し忘れていたり、アンケートの回答を忘れたりするなど統計データをしっかり揃

えることができなかったことが大きな要因だと考察できた。アンケートは全てWebで回

答できるよう被験者全員にアンケートの URL を送信していたが、このアンケートに関

して、被験者ナンバーを入力することでアンケートが開始するシステムにすることを今

後の反省とした。 

 次に、このナッジの「妥当性確認」のため「インタビュー」を実施した。A グループ

が実施したナッジ①「感情表出付箋紙」は教職員にとって行動変容を促進されたナッジ

となった。A グループの教職員へのインタビュー結果が以下の通りである。 

 

A 教諭「学年チーム関係なく、声をかけられた」 

B 教諭「アンケートを見て、自分はコミュニケーションが少ないと感じ、２週目から積

極的に声をかけようという気持ちにさせられた」 

C 教諭「自分が赤の付箋で相手も赤の付箋だと声をかけたくなった」 
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D 教諭「青の付箋の人には声をかけやすかった」 

E 教諭「元々会話を多くしているから、そんなに会話量は変わらなかった」 

F 教諭「青の付箋から赤の付箋には声をかけにくい」 

 

さらに、妥当性確認として「観察」を実施した。この予備実験終了後において、この

「感情表出付箋紙」に関しては継続的に続けて実施している教職員も複数人見受けられ

た。また、敢えて赤の付箋を貼ることで自分の心理的状況を周囲に知らせたいと考える

教職員も何名かおり、新たな発見となった。 

 予備実験前に懸念した事項として、赤の付箋は貼りにくいのではないかという懸念が

あった。しかし、実際に実験をしてみると、この被験校に関しては赤の付箋が最も多く

貼られてあった。これに関しては二つの解釈ができた。一つ目は、元々心理的安全性が

確保されている職場であるという解釈である。アンケート結果において、お互いに助け

合うことができる職場であることが明らかになっている。なぜ心理的安全性は高いのか、

さらに調査する必要があるが、少なくとも自分の感情を表出しやすい、赤の付箋を貼り

やすい職場ではあることがわかった。二つ目は、今回赤の付箋を積極的に貼っていたの

が 20 年以上勤めている教職員、主幹教諭といった学校運営に関してメインに携わる教

職員たちであった。この点が、職員全体に対して赤の付箋を貼るハードルを下げたので

はないかという解釈である。 

次に B グループが実施したナッジ②「利他的先生（宣誓）ボード」に関する考察であ

る。このナッジはプライミング効果が発揮され、被験者はそのボードに書いた通りに実

際の行動を促進される結果となった。しかし、インフォーマル・コミュニケーションが

活性化するには至らず、協働的職場風土には直接結びつかなかった。また、妥当性確認

として「インタビュー」と「観察」を実施した。このナッジは職員室の壁に基本貼って

おくよう被験者には指示したが、大々的にその日の自分の目標を掲げることに抵抗を覚

えた教職員もいた。その点をしっかり考慮しなければならなかったという課題が生まれ

た。 

最後に C グループである。このグループはナッジ③「人と話したくなるポスター」を

使用した。こちらは行動科学の「損失回避」を想定したナッジだったが、被験者にはあ

まり効果がなかった。むしろ、被験者によってはポスターに書いてある内容がネガティ

ブ、ポスターの写真がインパクトありすぎる故に「あまり見たくない」といった意見も
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挙げられた。そのため、このナッジも結果的にはインフォーマル・コミュニケーション

活性化には繋がらなかった。今回は効果を発揮できなかったものの、人間の心理的傾向

として「損失回避」は行動促進に大きく影響を与えることが先行研究で示唆されている。

そのため、本研究ではこのナッジは用いないものの、写真や文言を変えることで活かせ

るナッジだったのではないかと考察した。 

以上の結果から本研究では本実験の際、ナッジ①「感情表出付箋紙」のみを採用す

ることに決定した。 

 

3.4  789:KLMNOPQR1S4TU$VWXVBY9: 

本研究では、前述した通り、主観的データ、客観的データの両面から検証したい。質

問紙調査による測定は前述したとおりである。ナッジ介入前後比較による計測で、各項

目にどれだけ変化があったのかを測ることで、今回の介入実験による効果の有無を調べ

るためである。 

一方で、本研究では客観的データ取得のため、ウェアラブルデバイスによる生体デー

タを取得することで実験結果の信憑性を高める試みを行った。使用したウェアラブルデ

バイスは二つであり、詳細は以下の通りである。 

【使用デバイス①】NEC 感情分析ソリューション「Silmee」（図 31） 

 

図 31NEC感情分析ソリューション「Silmee」（「NEC感情分析 SL ホワイトペーパー」より抜粋） 
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・このデバイスは、実際に広島大学の実験においても使用されている。 

・日本だけでなく海外の企業内や工場内でも使用されている実績がある。 

・おもに「緊張・ストレス」「興奮・喜び」「穏やか・リラックス」「憂鬱・疲労」の四 

つの感情分析を行うことは可能である。（図 32 参照） 

・脈拍をもとに「感情」の状態判定を実施する 

・感情の他にも会話量・歩数・活動状況・睡眠状態・紫外線状態・皮膚温度などといっ

た生体情を取得することを可能とする（図 33 参照） 

 

図 32計測可能な四つの感情（「NEC感情分析 SL ホワイトペーパー」より抜粋） 

図 33 ダッシュボードに表示される生体データ 

（「NEC感情分析 SL ホワイトペーパー」より抜粋） 
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【計測方法】 

・被験者には朝出勤してから、業務終了時まで上記の「Silmee」を装着してもらう 

・業務終了後、データを見ながら筆者と被験者の 2 人でストレス値が高まった時の様子

について振り返り、原因追求を図る 

・予備実験校である横浜市立日吉南小学校にて被験者 3 名を募り、実験を実施した。 

【結果】 

ウェアラブルデバイスを用いて 3 名に実験を実施した。結果は以下の通りである。結果

は数値とグラフの二つで表示される。なお、この際の色分けは区分けできるよう筆者が

付け加えたものである。 

図 34A 教諭の感情分析グラフデータ 

図 35A 教諭の感情分析数値データ 



－ 60 － 

＜A 教諭＞ 

まず図 34 では、感情状態が「リラックス」している状態が多いことが判明した。 

次に図 35 の方だが、「arousal」の数値がその時の「不安・イライラ」を表している。

具体的には 0.4 以上の点に着目し、その時間帯にどのような出来事があったのかを被験

者と共に分析した。被験者は思い当たる出来事があり、「児童が図工の材料をコロコロ

変えて、教壇前が飽和状態になった時」「デジタル教科書が開かず、使えなかった時」

「算数ドリルの丸付けを一人一人に対応していた時」など具体的な内容を抽出すること

ができた。 

＜B 教諭＞ 

 

B 教諭にも同様にデータ（図 36）をもとに振り返りを実施した。特にストレス値が

高まった時間帯を振り返ると、「図工の時間に集中力切れた児童3人が彫刻刀で指を切

った時」「図工で机上が石鹸だらけになり、指導した時」「国語の授業中に不満を漏ら

した児童に指導した時」といった感想が挙がった。教職員のストレスが高ま 

 

る時間は、やはり児童指導中が多いことが考察として挙げられる。 

 

 
 

図 36B 教諭の感情分析数値データ 
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＜C 教諭＞ 

前述した 2人の教諭と同様、C教諭にも振り返りの時間を設けた。「給食配膳の時に、

児童がもたつき、配膳を待つ児童が行列を作っている時」「児童が本を選ぶとき、自分

勝手な振る舞いが各自から見受けられた時」といった感想をいただくことができた。こ

の教諭が他の 2 人と異なる点は、指導したわけでなく、児童の振る舞いを見てストレス

を感じ取っていることである（図 37,38 参照）。 

 ここまで三人の教諭のウェアラブルデバイス装着による検証実験を行った。判明した

ことがあれば、ウェアラブルデバイスを用いての課題も浮き彫りとなった。 

 まず、判明したことは教職員のストレスの原因である。児童指導がストレスを高める

ことは先行研究のデータより既に明らかになっていることである。今回は、その際の心

理的状況に関して三人の教諭に振り返りつつ、インタビューを実施した。今回の振り返

図 37C 教諭の感情分析グラフデータ 

図 38C 教諭の感情分析数値データ 
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りで確かに「児童指導時」はストレスを高めることを再確認できた。さらに、インタビ

ューの結果から「教師の理想と現実のギャップ」「児童からの反発」や「孤独感」とい

ったものが挙げられた。教師は日中仕事に取り組む際、児童やクラスに対して理想を掲

げる。しかし、実際はその理想通りにいかないことばかりである。児童が予期せぬ行動

を取った際、教師のストレスは一気に向上する。さらには、その際における「児童から

の反発」は教師の自尊心を傷つけるものであり、その際に「孤独感」を感じるようにな

る。前述したとおり、「孤独性」は教師にとって非常にマイナスな働きかけをしている

ことがわかる。また、一方で三人へのインタビューから「周りの教職員とのコミュニケ

ーション」がストレス解消になることがわかった。これは「孤独性」が下がるからでは

ないかと考察される。そのため、本研究のインフォーマル・コミュニケーションによる

協働的職場の活性化はとても重要なテーマであることを再認識できた。 

 一方で、今回の検証で課題が浮き彫りになった。一つ目がウェアラブルデバイスの数

に制限があることである。企業から借りられる台数は 2,3 台である。そのため、被験者

全員に同時装着は困難である。二つ目が感情分析で表示される数値解釈における不透明

さである。実証実験を既に行っているデバイスではあるが、その数値が何を基準に設け

られているのか全てを把握することできない点が課題となった。 

 続いて、もう一つ検証したデバイスについて述べる。 

 

【使用デバイス②】 

心拍センサー「POLAR」（図 39） 

  

図 39心拍センサー「POLAR」（POLAR HP より抜粋） 
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・「POLAR」の心拍センサーにより、生データの取得が可能となる。 

・心拍変動数（RR 間隔）を計測できる。そのため、数値の不明瞭さという懸念はなく

なる。 

・体の胸部下に直接装着する必要がある。（図 40） 

 

【計測方法】 

・被験者には朝、出勤したときから業務終了時まで装着してもらう。 

・デバイス自体が一台しかないため、本検証の被験者は一名のみ実施。 

 

【結果】 

１週間、一名だけ計測したが、大きな心理的負荷の変化、脈拍変動数の変化を見受け

ることはできなかった。より長い期間計測する必要があった。また、その他にも多くの

課題を残す結果となった。 

まず一つ目の課題としては、この心拍センサーが身体に直接装着しなければならない

デバイスであるという点である。直接、肌に接触するため、消毒する旨を伝えたとして

も被験者には抵抗感が強くあった。特に、小学校現場は女性職員が多い職場である。女

性職員をこのデバイスで計測することは難しく、より別の部分に装着するセンサーがこ

の研究においては必要だったと考える。 

二つ目の課題として、先ほどのデバイス同様に用意できるデバイスの台数が限られて

いるという点である。本実験において被験者数を 20〜30 人は募る計画である。そのた

め、一部の教職員だけ生体データを取ることになってしまい、統計解析の信憑性の観点

図 40「POLAR」の装着様子（POLAR HP より抜粋） 
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から考えても厳しい状況だと判断した。 

結果として、今回二つのウェアラブルデバイスを試行したが、どちらも課題を抱え、

それがすぐに解消される課題ではないと判断し、今回は客観的データによる検証は見送

る決断となった。そのため、本研究では、質問紙、インタビューによる検証のみ行う。 
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第 4章 %&+, 
 

4.1!"#$"#Z[$\]'

本研究の研究方法だが、まず先行研究より予備調査から「ナッジ開発」をすること

から始めた。前述したように効果的なナッジを開発する上で重要なのが「ナッジ要素

の組み合わせ」である。その組み合わせたものからプロトタイプとして、横浜市にあ

る日吉南小学校にて予備実験を実施する。その際、ナッジは一つでは効果が予測でき

ないため、複数のナッジをこの被験校では実験したいと考える。この予備実験は、具

体的にはナッジ開発前の１週間、一定数の教職員にアンケートを実施する。そして、

その翌週にナッジを導入しつつ、前週と同じアンケートを実施することで、介入前後

比較をしたい。それにより、ナッジによりインフォーマル・コミュニケーションは活

性化したのか計測できることが予想されるからである。この際実施するアンケートだ

が、後述するが先行研究より「協働性」「職場満足」「協働的職場風土」「同調的職場

風土」「コミュニケーション」「ストレス対処力（SOC）」の尺度をそれぞれ取り入れ、

まとめたものをアンケートとして作成したい。予備実験後に、本実験として日吉近辺

にある複数の小学校にて行う。日吉近辺に統一した理由は、なるべく前提条件を揃え

たいからに他ならない。そのため、今回は日吉近辺の小学校を考えた際、公立小学校

が多いため、私立小学校、国立小学校は研究対象外とし、本実験を行う小学校も日吉

近辺の公立小学校に限定したい。本実験も予備実験と同様にアンケートを２週にわた

り実施し、介入前後比較により統計解析を行う。 

4.2"#Z[;^_`PWab*c0 

 この節では、本実験におけるアンケート設計・作成について述べる。 

本研究では「検証方法」の一つである「分析」を実施すべく、主観的データと客観的

データを取得したいと考える。まず、主観的データによる量的データ取得すべく、アン

ケート調査を実施する。そのアンケート設計についてだが、アンケートは基本５件法で

作成した。なるべく統計解析時に有意な結果を見出せるようにするためである。また、

今回最もアンケートで測りたいものは「インフォーマル・コミュニケーションが活性化
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したか否か」である。そのため、コミュニケーション尺度は予備実験、本実験共に必ず

入れることを想定した。また、本研究の発端が教職員のメンタルダウンを減らすことで

あるため、「ストレス対処力（SOC）」の尺度を導入することを思案した。しかし、SOC

尺度に関しては 29 項目、13 項目、3 項目の三つがあるが、アンケート項目数が増える

ことで被験者、被験校の負担が増えることで統計データの N 数が減ることを懸念し、今

回は先行研究にある 3 項目で SOC を測ることにした（戸ヶ里ら,2008）。最後に、イン

フォーマル・コミュニケーションを活性化することで職場風土の向上を目的とした研究

でもあるため、職場風土に関しても先行研究より尺度を引用した。結果的にアンケート

項目は以下の通りとなった。 
 

 

【アンケート項目】 

＜協働性＞４項目５件法（貝川・鈴木 2006） 

・教師の仕事はやりがいがあると感じている 

・私の勤務校では、職員間の協力体制が整っている 

・私の勤務校では、校務分掌が機能的である 

・私の勤務校では、管理職の指導力がある 

＜職場満足＞３項目５件法（貝川・鈴木 2006） 

・私の勤務校では、校内研修が活発である 

・私は勤務校の児童に愛着を持っている 

・私は勤務校の仕事に充実感を感じている 

＜協働的職場風土＞３項目５件法（西山・淵上・迫田,2009) 

・勤務校は、みんなが協力してより良い教育を目指しているので、自分も高い職務意識

を持つことができる 

・教育実践や校務分掌に関する多様な意見を受け入れ、みんなで腹をわって議論できる

雰囲気である 

・何か困ったときは、同僚から援助や助言を得ることができる 

＜同調的職場風土＞３項目５件法（西山・淵上・迫田,2009) 

・教師集団の和を大切にするあまり、自分の考えや主張が言いにくい職場である 

・職員会議は、一部の意見に従う形でまとまることが多い 
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・他と異なる意見を言ったり、目立った行動を取ったりしない限り居心地が良い職場で

ある 

＜コミュニケーション＞５項目５件法（縄田ら,2015） 

・今日職場では、分からないことは気軽に尋ねている 

・今日職場では、遠慮することなくコミュニケーションを取っている 

・今日職場では、インフォーマルなコミュニケーション、挨拶や声かけを頻繁に行なっ

ている 

・今日職場では、各自の時間や労力を割いて、目標達成が困難なメンバーを手助けする

ことは少ない 

・今日職場では、止むを得ない理由で職務遂行に支障をきたしたメンバーがいたら一時

的に代わりを務めている 

＜SOC３項目＞３項目５件法（戸ヶ里ら,2008） 

・私は日常生じる困難や問題の解決策を見つけることができる。 

・私は人生で生じる困難や問題のいくつかは向き合い、取り組む価値があると思う 

・私は日常で生じる困難や問題を理解したり予測したりできる 

 

以上、21 項目 5 件法のアンケートを作成し、横浜市立日吉南小学校での予備実験からこ

のアンケートを使用した。 

 

4.3  "#Z[A!"#bd 

これまでのプロトタイプ、アンケート設計、生体データの取得方法など様々な試みを踏まえて、本研

究では以下のように実施要項を定めた。 

 

【実施場所】 

・横浜市立日吉台小学校 

・横浜市立北綱島小学校 

 

上記 2 校を選んだ理由として、プロトタイプを実施した予備実験校が日吉に位置するこ

とが挙げられる。前提条件を揃えたい為、この予備実験校であった日吉南小学校近辺の

小学校を本実験校として依頼した。本実験では前述の通り、ナッジを活用した「感情表
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出付箋紙」を用いる。 

 

【実施期間】 

2022 年 11、12 月の期間の中から 2 週間 

【実施内容】 

① 通常通りの１週間を過ごしていただき、その週の最終勤務日である金曜日の放課後

に前述した 21 項目 5 件法のアンケートを実施する。 

② 2 週目には「感情表出付箋紙」を実施。青・黄・赤の付箋紙をその時の心理的状態に

沿って自己判断していただき、職員室自席 PC の上部に貼ってもらい、1 週間を過ご

す。（図 41,42） 

図 41実験中の様子① 

図 42実験中の様子② 
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③ 2 週目の最終勤務日である金曜日に再度同じ 21 項目 5 件法のアンケートを実施する。 

④ 全ての実験が終了後、被験者へのインタビューを実施。質的データとして分析を実

施し、量的データでは明らかにできなかった研究結果を見出す為である。 

 

【被験者数】 

日吉台小学校 14 名、北綱島小学校 5 名の計 19 名で実施。 

 

【本実験中の様子】 

     本研究では、2校における本実験を実施した。その様子、研究結果について述べる。 
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第 5章 -./01 

5.1DEef'

M"$"$%lmno.;+de 

 この章では、「感情表出付箋紙が職場のインフォーマル・コミュニケーションを活性

化させることができたか」を検証する。検証方法として、まず定量的データである「質

問紙を用いた統計解析」を実施した。統計解析を行う前に、まず本研究において重要な

点は「インフォーマル・コミュニケーションが活性化するか否か」であることを再度明

記しておく。そのため、特に変化を着目すべきは＜コミュニケーション＞５項目５件法

（縄田ら,2015）である。5 項目に関しては以下に再喝する。 

 

14.今日職場では、分からないことは気軽に尋ねている 

15.今日職場では、遠慮することなくコミュニケーションを取っている 

16.今日職場では、インフォーマルなコミュニケーション、挨拶や声かけを頻繁に行な

っている 

17.今日職場では、各自の時間や労力を割いて、目標達成が困難なメンバーを手助けす

ることは少ない 

18.今日職場では、止むを得ない理由で職務遂行に支障をきたしたメンバーがいたら一

時的に代わりを務めている 

 

上記の中で、本研究において 16 番目の項目が介入前後でいかに変化するのかを検証し

たい。その上で、まず検証として SPSS を用いて以下の手順で実施した。 

 

【t 検定】 

 質問紙に記載されている 22項目全てを t検定で検証した。結果は以下の通りである。 
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以上のように、「16.今日職場では、インフォーマルなコミュニケーション、挨拶や声か

けを頻繁に行なっている」と「22.新規声かけ人数」において有意差が認められた。介

入前後の平均値の差は図 44 の通りである。これにより、平均値が介入後は介入前より

上がっていることが示唆されたため、図 43 の t 検定結果による有意差は介入後の「イ

ンフォーマル・コミュニケーション」と「新たなに自分から声をかけた人数」の向上を

示すものとなった。 

 
 

図 43 質問紙 22項目の t検定による結果 
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【ノンパラメトリック検定】 

 次に仮説検定としてノンパラメトリック検定を実施した。今回は有意差のあった 2 項

目のみ掲載する。検定として、中央値の差分を仮説と比較する。そのため、Wilcoxon 

（一致するペアの符号付き順位）を採択した。結果は図 45 の通りである。両方とも有

意水準 5％で実施し、「インフォーマル・コミュニケーション」は有意確率 0.034 のため

帰無仮説は棄却し、「新たに声かけした人数」は有意確率 0.007 のため帰無仮説は棄却

する結果となった。 

図 44 質問紙の t検定による統計量結果（平均値結果） 
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図 45 ノンパラメトリック検定の結果（インフォーマル・コミュニケーション） 
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M"$"#%lino.;+de 

妥当性確認のため、本研究では定性的データとして「被験者へのインタビュー」を

実施した。インタビュー結果は以下のとおりである。 

 

【被験者の介入後における感想（一部抜粋）】（計 7 名にインタビュー実施） 

＜A教諭＞ 

図 46 ノンパラメトリック検定の結果（新規声かけ人数） 
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・付箋で自分の感情を上手に伝えることができた。 

・赤の付箋を貼るのに躊躇はない。 

・青の付箋の人はポジティブなイメージが沸いた。 

・感情表出によって通じ合うと感じた。 

 

＜B教諭＞ 

・付箋はチームの関係性が重要である。 

・活発的な中堅の存在が大切だと感じる。 

・インフォーマル・コミュニケーションは活性化したと思った。 

 

＜C教諭＞ 

・赤の付箋が、貼りやすかった。 

・感情表出をすることが心理的安全性を強める。 

 

＜D教諭＞ 

・みんなが赤の付箋を貼れる職場であることが大事だと思った。 

・中堅の人が赤の付箋を貼ることで、付箋が貼りやすく心理的安全性が強まった。 

・青の付箋を見ると、自己管理ができていて素晴らしいと思った。 

 

＜E教諭＞ 

・雑談できる状態が、安心する。 

・付箋による感情表出は大事だと思った。 

・付箋で弱音を吐けるのが付箋のメリットだと感じた。 

 

＜F教諭＞ 

・付箋による感情表出で、自分を客観視できた。 

・付箋で自分の気持ちを視覚化することで、自分の今の気持ちを整理できた。 

・スムーズなコミュニケーションのため、青の付箋を敢えて貼った。 

 

＜G教諭＞ 
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・大変そうに見えて実は「青」（ストレスフリー）という人がいてとても驚きだった。 

・付箋で学年の垣根を越えたコミュニケーションが活性化した。 

・赤の付箋同士は気兼ねなく話しかけられた。 

 

以上が被験者より取得したインタビューデータの一部である。そのデータ解析を KH 

Coderを用いて行い、共起ネットワークとクラスター分析による検証を実施した。 
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【共起ネットワーク】 

 

  

図 47 がインタビュー結果をもとに作成した共起ネットワーク図である。数値が「相関

係数」を表示しており、カラー別に関連性あるグループにまとめてある。まず、黄色の

グループを見ると、職員関係が大事であることが示唆されている。その上で、職員関係

構築には中堅教師が重要であることがわかった。インタビューでも多くの人が、管理職

ではなく中堅教師が職場の雰囲気を作っている旨を答えており、これは新たな気づきで

ある。次に青のグループである。ここでは感情表出は良いとの結果が出た。さらに相関

線を見ると、付箋と繋がっている。今回、付箋を通じた感情表出が良かった旨を示して

いるのではないだろうか。感情表出は良いコミュニケーションであることはわかってい

ても、表出する手段は確立されていない。そういった意味では、今回付箋を用いて感情

を表すことは本実験の新規性と言えるのではないだろうか。 
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図 47 インタビューを集計して作成した共起ネットワーク図（筆者作成） 
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【クラスター分析図】 

 

 また、もう一つ検証した。図 48 がインタビュー結果を KH Coder でクラスター分析し

た図である。まず「赤」のクラスターを見ると「職員関係が重要」であることが示唆さ

れている。そのほかにも、本実験を通して「感情表出が良いこと」、「中堅教師が心理的

安全性に影響を与えていること」、そして「コミュニケーションが活性化したこと」な

どが判明した。前述したが、クラスター分析においても、中堅教師がコミュニケーショ

ンを左右し、さらには職場風土にも影響を与えていることが考察できた。 

重要

職員

関係

良い

感情
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図 48 インタビューをクラスター分析した結果（筆者作成） 
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 5.2 ghi$jk9: 

 

この節では、介入後の追跡調査について述べる。 

今回の「感情表出付箋紙」が介入実験後、どれだけ継続されたのかについて検証するた

め、被験者に再度実験から数ヶ月経った 2023 年 1 月にアンケート調査を行った。その際

のアンケートは図 49 の通りである。 

結果的に、介入後も自主的に PC に付箋を貼るなどして感情表出していた人の割合は約

31％、付箋をきっかけに会話した人が約 62%いることがアンケート調査より判明した。

また、アンケート結果を検証し、図 50 のような検証結果が抽出でき、インフォーマル・

コミュニケーションが活性化した割合は約 54%となっている。 

 この結果から、介入実験後も「感情表出付箋紙」を実施している割合は約 3 割程度であ

り、継続的に行われているとは言えない結果となった。「ナッジ理論」の先行研究でも記

述したように、「継続性」はナッジの課題である。付箋紙を含め、感情表出することにお

【⽇吉近辺公⽴⼩学校介⼊実験後アンケート】 
 
先⽇は、介⼊実験にご協⼒いただきありがとうございました。実験から数ヶ⽉が
経ちましたが、その後の職場の様⼦についてお聞かせください。所要時間１分で
す。お忙しい中、⼤変恐縮ですが何卒よろしくお願いいたします。 
 
  慶應義塾⼤学⼤学院システムデザイン・マネジメント研究科 

当⿇研究室修⼠２年 岡⽥芳樹 
 
① 実験（３⾊付箋）が終わった後、PC に付箋を⾃ら貼ったことはありました
か？ 
（あった／なかった） 

 
② 職員室での⾃分のインフォーマル・コミュニケーション（雑談）は 
増えましたか？ 
 
（増えた／変わらない／減った／） 

 

③ 実験の時、⾃分が⼀番多く貼っていた付箋のカラーは何⾊ですか？ 
（ ⾚ ／ ⻩  ／ ⻘ ） 

 

④ 以下に当てはまるものに数字に丸をしてください。（複数回答可） 

１ 周りの⼈がどの付箋のカラーでもコミュニケーションを取る上で 

⾃分には関係なかった 

 

２ ⾚の付箋の⼈は話しかけにくかった 

 

３ ⻘の付箋の⼈は話しかけやすかった 

 

４ 周りの⼈の付箋を⾒て、それについて話しかけたことが１度でもあった 

 

☆実験の感想がありましたら、どんなことでも構いませんので書いていただけましたら幸

いです。（⼈の感情をカラーで知ってどのように感じたか、など何でも構いません） 

（          ） 

 

お忙しい中ご協⼒いただき、本当にありがとうございました。 

図 49 介入後の行動変容確認アンケート（筆者作成） 
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けるインセンティブがなければ「継続性」は困難であることが考察される。職場の協働的

風土の向上が一過性にならない取り組みが今後の研究課題として挙げられる。 

  

 5.3 lm 
これらの本研究における定量的データ、定性的データの分析、また追跡調査からの考察

を述べる。まず、本研究における「感情表出付箋紙」による「インフォーマル・コミュニ

ケーション」の活性化はどちらのデータを検証しても効果があった旨が示唆された。特に

定量的データの「質問紙」における検証では、「インフォーマル・コミュニケーション」

の項目だけでなく、「介入後に新たに声をかけた人数」にも有意差が見られ、どちらの項

目もナッジ介入後に向上した結果が示唆された。 

今回の研究では、定性的データとして被験者へのインタビューを実施したが、その結果

にもインフォーマル・コミュニケーションの活性化が見受けられた。特に、付箋紙による

コミュニケーションの活性化が立証されたことが、定量的データ、そして定性的データの

検証で得られた大きな成果と受け取れる。そして、青の付箋紙を貼っている人はコミュニ

ケーションが活性化しやすい、赤の付箋同士の被験者の間にもコミュニケーションは活性

化するなど実験前には想定していなかった新たな発見も見られた。 

もちろん、課題も生じている。今回の実験において、どの色の付箋紙を貼るかという決

定は全て被験者に委ねている。そのため、被験者の心理、そして職場の雰囲気によって被

54%46%

0%

インフォーマル・コミュニケーションは介⼊後増えたか？

増えた

変わらない

減った

図 50 介入実験後から数ヶ月後のアンケート（筆者作成） 



－ 81 － 

験者が貼る付箋紙の色が変わることも示唆された。結果的に、次のような現象が起こった。 

 

・青の付箋紙を貼った人は周囲から話しかけられやすい 

・赤の付箋紙同士はコミュニケーションが活発になる 

・青の付箋紙を貼っている人は赤の付箋紙を貼っている人に話しかけにくい 

・職場の雰囲気により、赤の付箋紙の貼りやすさは変わる 

 

被験校の様子、被験者のインタビューを分析すると、コミュニケーションを活性化した

いがために青の付箋を敢えて貼る人も見受けることとなった。また、アンケートによりコ

ミュニケーションの活性化を促進したのではないかという点も今後検証する必要がある。 

その他にも、追跡調査から判明した課題は大きく分けて二つある。一つ目の課題は前述

した「継続性」である。継続的に職場のインフォーマル・コミュニケーションを活性化さ

せるのであれば、やはり確固たるシステムを築く必要がある。 

二つ目の課題は「汎用性」である。今回は予備実験、本実験含めて日吉近辺の公立小学

校三校で実施した。これは立地条件、地域のカラーなど条件を揃えた上での実験にするた

めである。そのため、本研究結果が横浜市内の他の地域、さらに他の自治体で汎用できる

のかどうかまでは検証できていない。さらに、研究背景で述べたように、本研究は教職員

によるメンタルダウン抑止が大きな目的である。今回は校種でいえば「小学校」に対象を

絞った。そのため、「中学校・高等学校」、そして「公立」だけでなく、「私立」「国立」に

関しては本研究が活用できるのか今後あらためて検証する必要がある。最後に、日本の教

職員の雇用形態は「正規雇用」「非正規雇用」の大きく二つに分けられる。この雇用の違

いによって、感情表出できる度合いも異なることが考えられる。そのため、雇用形態別に

検証する必要があることも課題の一つとして挙げられる。 

最後に、インタビューの内容をさらに細かく見ると、「心理的安全性」、「中堅職員の役

割」や「感情表出の大切さ」などといったキーワードが挙げられていた。心理的安全性の

有無は職場風土に非常に大きく影響している。そのため、心理的安全性が付箋のカラーに

も影響を与えるのではないかと考察できた。さらに詳しく調べると、その心理的安全性を

構築しているのは「中堅職員」であるというインタビュー結果も得られた。中堅職員がど

のような振る舞いをするのかによって職場の雰囲気はもちろん、若手職員の仕事にも影響

を与える可能性を見出した。そのため、今回赤の付箋を貼ることに抵抗がなかった職場は、
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中堅職員が率先して赤の付箋を貼るなどしていたと推測される。また、インタビュー全体

を通して「感情表出の大切さ」が多く挙がっていた。教室で孤独性が高まる小学校教師に

は、職員室における感情表出はコミュニケーションの面だけでなく、メンタル面において

も重要な役割を果たす。特に、感情表出するツール、システムはどの職場においても少な

い。今後付箋の他にもどのような形で教職員が感情を表出できるのか検証し、「感情表出

システムの構築」が必要であると考える。 

ここで挙げた「感情表出システム」は今後研究テーマとして深める必要性がある。なぜ

なら、このシステムにより、どの職場においてもメンタルダウンする人、休職する人を減

らせる可能性を持っているからである。しかし、システム構築の際は今回のようなナッジ

以外の手段を検討する必要があると考える。それは、ナッジには継続性に課題をもつから

である。確かに、ナッジの継続性解消の研究は徐々にされつつあるが、まだどのナッジに

も汎用できるものにはなっていないのが現状である。今回の研究においてナッジはあくま

でインフォーマル・コミュニケーション活性化のきっかけにすぎない。今後、感情表出シ

ステムを構築する際には、介入レベル表（表 2-1）で示す「強制」や「インセンティブ」

といった介入方法を検討する必要がある。そのため、教育現場においては管理職や教育委

員会を考慮したシステム構築が期待される。 

本研究ではインフォーマル・コミュニケーション活性化する行動変容を促すため、付箋

紙を使ってナッジすることに焦点を当てて介入実験を行った。最後に、この節では他の方

法で検証実験した事例を述べる。2 章のサンフランシスコにおけるナッジの事例で紹介し

たように、物理的環境を変えることも行動変容を促すことが可能である。それを汎用して

考察すると、職員室の物理的環境を変えることで「思わず周りの職員と会話したくなる」

介入は有効の可能性がある。実際に職場のレイアウトを変更することで、その職場で働く

職員が会話しやすいように試みている職場があり、取材した（図 51）。 

この職場のレイアウトでは、大きく分けて二つの環境的工夫がされている。 
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 一つ目は「特徴あるデスク」である。この企業の職場には、勿論既存のデスクも配置さ

れているが、職場の入り口付近にはバーカウンターのような形のデスクがある。ここで

は、職員が気軽に話し合うことができるよう工夫がされている。さらに、このデスクを職

場入り口付近に設置してあることも工夫の一つと言える。職員が出社、退社する際にこの

デスクの横を通る仕組みになっており、動線として無理なく気兼ねにこのデスクに立ち寄

れるレイアウトになっている。これもナッジの一つと言える。 

 二つ目は意図的に「椅子を置いていない」という点である。椅子の有無により、その場

に立ち寄るハードルの高低が変わってくる。椅子が置いていないことで、職員はふとイン

フォーマル・コミュニケーションをしたくなる、いわば誘発するナッジがそこには仕掛け

られている。 

 以上、物理的環境を変更するというナッジにもコミュニケーション活性化における大

きな効果が期待される。そのため、この研究は今後実施したいと考える。 

 

図 51 某企業の工夫されたバーカウンター形式のデスク 
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第 6章 結論 
本章では、結論として本研究の成果と今後の研究課題について述べる。本研究の成果と

して、ナッジを用いた「感情表出付箋紙」は小学校の教育現場におけるインフォーマル・

コミュニケーションを向上させる結果を見出せたことである。特に、自分の感情を表現し

たツールは、周囲の教師に「話しかけたい」というナッジを仕掛けることができることが

インタビュー解析からも読み解くことができた。また、教育現場における心理的安全性は

中堅教師によって左右されることも示唆する結果となった。これも成果の一つである。   

今後の研究課題としては職場における継続性ある感情表出システムを構築することであ

る。今回はナッジに焦点をあてた研究であったが、先ほど述べたように環境レイアウトや

給与システムの改善など様々な介入方法を検証する必要がある。重要な点は、教職員の職

場におけるインフォーマル・コミュニケーションが活性化することである。そのため、

「正規雇用」「非正規雇用」といった雇用形態別の検証、さらに公立だけでなく、私立や

国立の小学校においても活用可能な感情表出システムの構築が求められる。 
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no 

 

本修士論文の執筆にあたり、多くの方々にご指導やご支援いただきましたことを深く感

謝申し上げます。 

まず、慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科（以下、SDM）の

指導教員である当麻哲哉教授には、基礎から研究指導をいただき、優しく心温かいご助言

と的確なご指示をくださいました。心より感謝申し上げます。また、日本創造学会におけ

る研究発表、そして行動経済学会と環境省が主催した「ベストナッジコンテスト」に参加

する旨も快く受諾してくださり、このような外部の活動におきましても、その都度研究内

容にご相談に乗っていただき、ポスター準備など細かな面までご協力いただきました。そ

して、公募研究への応募もご支援いただき、無事採択され、来年度から共同研究すること

も許諾してくださいました。当麻哲哉教授のご指導、激励なくしてここまで様々なことに

チャレンジすることができませんでした。この修士課程の期間、当麻哲哉教授には大変お

世話になりました。心より感謝申し上げます。 

また、研究室の研究員である尾澤さんには SDM 入学前から大変お世話になりました。

SDM について何も知らない私に丁寧に教えて頂き、SDM 生活をどのように送るべきか

ご助言をくださりました。尾澤さんのご助言があったからこそ、この２年間 SDM での学

びを深めることができました。本当に心より感謝申し上げます。また、同じく研究員の野

口さん、鷲谷さん、河村さんには研究の進め方、統計方法や論文執筆におけるご助言をい

ただきました。御三方のご支援があり、無事に論文を書き上げることができました。本当

に感謝しております。SDM 教授の前野先生は、ナッジを研究で活かすことを私に示して

くださいました。そのおかげで私の研究の道は開けました。修士論文発表会における副査

の春山先生には、私の研究相談に何度もお付き合いくださり、私の研究の参考になる企業

に連れて行ってくださるなどして下さり、本当にお世話になりました。お二人のおかげで

私の研究が改善されていきました。心より感謝申し上げます。慶應義塾大学経済学部教授

の大垣先生には、行動経済学や共同体について多くのことを学ばせて頂きました。青森大

学客員教授の竹林先生は、ナッジについてご教授してくださり、研究公募や書籍執筆など

様々な機会を私に与えてくださいました。放送大学教授の戸ヶ里先生は、ストレス対処力

（Sense of Coherence）の特徴についてご教授くださり、「組織風土」という重要なキー
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ワードをご示唆いただきました。御三方の教授のおかげで、全く触れたことのない学問に

関して理解を深めることができ、さらにその学問を修士論文に活かすことができました。

心より感謝申し上げます。その他、修士研究とはどのように進めていくのかを先に示して

くださった当麻研究室１３期の斎藤さん、沢井さん、杉原さん、中村さん、正岡さん、ま

た予備実験にご協力いただきました１３期の宇治田さん、同期の今井さん、上田さん、金

田さん、楢崎さん、山本さん、皆さんのおかげで修士研究を進めることができました。お

忙しい中、お時間を割いていただき、心から感謝申し上げます。 

そして、本研究の予備実験校であり、私の勤務先でもある横浜市立日吉南小学校の山中

校長先生をはじめ教職員の皆さんにはあらゆる面でご支援いただきました。特に同じ学年

チームの神尾先生、笹沼先生、深堀先生には通常業務の面でもご協力頂きました。他の同

僚の皆さんにも放課後のお忙しい勤務時間中にも関わらず介入実験に快くご協力頂きまし

た。皆さんのご支援ご協力無くして本研究は成り立ちませんでした。本当に心から感謝申

し上げます。また、本実験にご協力頂きました横浜市立日吉台小学校の教職員の皆さん、

横浜市立北綱島小学校の教職員の皆さん、ご多忙の中、本研究にご協力頂き本当に感謝申

し上げます。特に日吉台小学校の川崎先生、北綱島小学校の坂本先生が実験の調整役を担

ってくださったおかげで本実験を円滑に進めることができました。心から感謝申し上げま

す。 

SDM１４期生の皆さん、この２年間、私は同期の存在はこれほどにも頼もしいものな

のかと心から感じておりました。日中は働き、夜は授業に出席し、その後に授業の課題に

取り組むなどとても濃い２年間を過ごさせていただきました。その途中、挫けそうになる

こともありました。しかし、同期の皆さんのご支援が、その日々奮闘する姿が私を励まし

てくれていました。本当に心から感謝申し上げます。特に、当麻研究室の同期である金田

さん、菊竹さん、七條さん、宝本さん、楢崎さんには本当にお世話になりました。研究で

悩んでいる時、皆さんのご助言で研究を前進させることができました。また、他研究室の

上田さん、佐藤さん、鈴木さん、廣瀬さん、山本さんとは週１回、お互いの研究進捗報告

をし合うなどさせていただき、毎週とても良い刺激を受けさせていただきました。この場

を借りて感謝申し上げます。 

ここに掲載できないほど、多くの方々のご協力があり、本研究に取り組むことができ、

論文としてまとめることができました。特に、SDM の教授の皆さんには通常の授業をは
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じめ、研究とは何かを各々の先生から学ばせて頂きました。２年間、本当にお世話になり

ました。心から感謝申し上げます。 

これだけ多くの方々のご助言、ご支援があり今の私の研究があります。そのため、自力

で研究ができるようになったとは全く思っていません。これは確かです。一方で、心から

研究が好きになったのも確かです。私自身、研究好きな自分になるとは大学院進学前は思

ってもおらず、本当に驚きました。「児童の自己肯定感向上」のシステム開発に取り組み

たく、システムデザイン・マネジメント研究科の門を叩くようになりました。それから紆

余曲折し、研究内容は変わりましたが、今はこの研究に辿り着きとても満足しています

し、これからも「組織風土」や「ナッジ」に関する研究を進めていきたいと考えていま

す。そして、本研究ではできなかった研究方法、使う必要性がなかった統計解析方法など

私がまだ学びを活かしきれていない部分も多くあります。これらは今後の研究生活でじっ

くり活かしていきたいと思います。この２年間、ご指導ご支援いただいた皆さんには感謝

してもしきれません。この御恩は、今後の研究成果と微力ではありますが後輩たちの研究

補助を通して少しずつ返していきたいと思います。本当に感謝申し上げます。引き続きご

指導ご鞭撻のほど、何卒よろしくお願い申し上げます。 
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